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男女共同参画社会とは、性別にかかわりな

く、すべての人が個性と能力を発揮できる社会

であり、そのような社会を実現するためには、

幅広い分野にまたがる様々な課題を一つ一つ

解決していかなければなりません。  
 ここでは、第５次熊本県男女共同参画計画の

体系に基づき、様々な統計を用いながらその進

捗状況を明らかにし、現状における課題を抽出

します。  
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男女共同参画社会実現に向けた新たな動き 

 

 

１ 国の動き 

 社会経済のグローバル化に伴う諸外国との競争激化、国内の少子高齢化等による家庭生活

や地域社会の多様化など急速に変化する中、経済状況を安定した成長軌道に乗せ、豊かさを

実感できる社会を実現する必要があります。 

そのため、国は「日本再興戦略（平成２５年（２０１３年）６月策定）」の中核に「女性

の活躍」を位置づけ、女性の力を「我が国最大の潜在力」と捉えた取組を推進するとともに、

平成２７年（２０１５年）９月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」を公

布・施行しました。 

  また、令和３年度（２０２３年度）から５年間を計画期間とする「第５次男女共同参画基

本計画」は、「あらゆる分野における女性の参画拡大」、「安全・安心な暮らしの実現」、

「男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備」及び「推進体制の整備・強化」の４つの政

策領域を定め、女性が生きやすく、能力が発揮できる社会づくりに向けた取組が行われてい

ます。 

  令和３年（２０２１年）６月には、「育児介護休業法」が改正、令和４年（２０２２年）

４月から段階的に施行され、「産後パパ育休制度」の創設など出産・育児による離職の防止

や育児休業が取得しやすい枠組み・体制等が整備されました。更に、令和４年（２０２２年）

７月に女性活躍推進法に関する制度改正が行われ、一定規模の事業主は男女の賃金の差異の

情報を公開することが義務付けられました。また、令和５年６月に決定した『女性版骨太の

方針２０２３』では、「企業における女性登用の加速化」、「地方・中小企業における女性

活躍の促進」等の施策が強化され、女性活躍の加速化に向けた動きが進んでいます。 

 

２ 本県の動き 

 本県においても、平成２６年（２０１４年）８月、県内の経済界をはじめとする関係機関・

団体など産学官の多様なメンバーの連携による「熊本県女性の社会参画加速化会議」を設置

し、女性の活躍を更に加速化させるため様々な事業を進めています。 

 当会議において、各参加団体が連携して取り組む施策・事業等を取りまとめた「熊本県女

性の社会参画加速化戦略」を平成２７年（２０１５年）２月に策定しました。この戦略は、

女性の社会参画を加速化するうえでの各課題を踏まえ、『熊本が変わる』ため、『企業、女

性・男性、社会が“変わる”』という視点から成っており、令和３年度（２０２１年度）か

らは、この戦略や国の第５次男女共同参画基本計画を踏まえた「第５次熊本県男女共同参画

計画」を策定し、４つの重点目標の達成に向けて、更なる男女共同参画社会の実現につなが

る取組を進めています。 

更新予定 
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政治分野における男女
共同参画の推進に関す
る法律 
H30.5,23 公布・施行 

熊本県女性の社会 
参画加速化戦略 

H27.2 策定 

女性の職業生活における 
活躍の推進に関する法律 

H27.9.4 公布・施行 

 

 

 

第５次熊本県男女共同参画計画の基本的な考え方 

 

 

 １ 計画の位置付け 

  この計画は、男女共同参画社会基本法第１４条及び熊本県男女共同参画推進条例第 

 １５条の規定に基づく、県における男女共同参画社会の形成に関する施策についての基

本的な計画であり、国の第５次男女共同参画基本計画を踏まえて策定しました。また、

女性の活躍をより効果的に推進するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律に基づく都道府県推進計画としても位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

   

       

               
 
 

          

                  

 

 

 

～ 第５次計画関連の主な計画等 ～ 
  

＊新しいくまもと創造に向けた基本方針       ＊くまもと子ども・子育てプラン         

＊熊本県労働・人材育成計画            ＊くまもと「夢への架け橋」教育プラン  

＊仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進構想 

＊熊本県農山漁村男女共同参画推進プラン      ＊熊本県地域福祉支援計画   

＊熊本県特定事業主行動計画            ＊熊本県保健医療計画   

＊熊本県困難女性支援基本計画          ＊熊本県健康増進計画  

＊熊本県人権教育・啓発基本計画          ＊熊本県障害者計画 

＊熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画 

                                  など 

 

熊本県女性の活躍推進計画 
H28.3 策定 

男女共同参画社会基本法 
H11.6.23 公布・施行 

熊本県男女共同 
参画推進条例 
H14.4.1 施行 

第５次男女共同 
参画基本計画 
 R2.12 策定 

日本再興戦略 
H25.6 策定 

第５次 熊本県男女共同参画計画 （Ｒ３．４～Ｒ８．３） 



 

3 
 

 

２ 計画期間 

   令和３年（２０２１年）４月から令和８年（２０２６年）３月までの５年間 

 

 ３ 基本目標 

    『男女が互いを尊重し支えあう、多様性に富んだ持続可能な社会の実現』 

 

熊本県男女共同参画推進条例が目指す基本理念を踏まえて、第５次熊本県男女共同

参画計画の目標とします。 

 

 ４ 重点目標 

   社会経済情勢等が急速に変化する中で、男女が互いを尊重し支えあう、多様性に富

んだ持続可能な社会を実現するためには、政治・行政、経済・雇用及び農林水産分野

並びに地域での「あらゆる分野における女性の参画拡大」が重要となります。 

また、県民一人一人の考え方や生き方が尊重され、皆が安全に安心して暮らすこと

のできる社会の実現が必要です。 

そのためには、大きな阻害要因である固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）の解消をはじめ、男性片働き世帯が多かった時代から

残る男性中心の社会制度や、長時間労働や転勤等を当然とする働き方などの見直しも

進めていくことが重要です。さらに、子育てや介護環境等を支える社会基盤も充実さ

せる必要があり、国、県及び市町村の連携とともに、企業、県民及び各種団体の組織

的な対応が不可欠です。 

   基本目標を踏まえて、４つの重点目標を定めています。 

 

 

            

 

 

 

  

 

 

 

（１）あらゆる分野における女性の参画拡大 

（２）男女共同参画の視点からの    

   安全・安心な暮らしの実現 

（３）男女共同参画社会実現のための 

意識改革・就業環境の充実 

（４）推進体制の整備・強化 
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５ 第５次熊本県男女共同参画計画の施策体系 

【基本目標】男女が互いを尊重し支えあう、多様性に富んだ持続可能な社会の実現 

【重点目標及び主要な施策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点目標 施策の方向

（２）企業や各種団体等との連携

（３）国際協調等に向けた国施策と
の連携

主要施策

１　あらゆる分野におけ
る女性の参画拡大

(１)政策・方針決定過程への女性
の参画拡大

①　政治や行政分野における意思決定への女性の参画拡大

②　企業における役員や管理職等への女性の積極的な登用や人材育成

（２）就業や雇用分野における男
女共同参画の推進

①　女性の参画が少ない分野での活躍促進

②　経営者層の意識改革

③　女性の積極的な採用と公平なチャレンジ機会の付与等の促進

④　女性の活躍を推進するための一般事業主行動計画の策定支援や自主宣言
の推進

⑤　女性の積極的な能力開発、ネットワークづくりの支援

⑥　職場におけるハラスメント等の防止に向けた相談体制の充実

（３）仕事と生活の調和（両立）のた
めの多様で柔軟な働き方の支援

①　ライフステージや個別の事情等に対応した多様で柔軟な働き方の促進

②　男性の家事・育児への参画、介護休業・休暇の取得促進

③　テレワークの導入など多様で新しい働き方による女性の活躍促進

④　女性の起業支援

①　ひとり親家庭や貧困など生活上の困難に直面する女性等への支援

②　高齢者、障がい者、外国人等で困難を抱える人々が安心して暮らせる環境
づくり

③　ライフステージに応じた健康の包括的な支援

④　妊娠・出産等に関する健康支援

（４）農林水産業における男女共
同参画の推進

①　農林水産業分野における意思決定への女性の参画拡大

②　女性の経営への主体的参画や起業化、働きやすい環境の整備等の推進

（５）地域社会における男女共同
参画の推進

①　女性の活動分野の拡大

②　地域におけるリーダーの育成

（３）男女共同参画の視点からの
防災・復興の推進

①　防災・復興の各段階における男女共同参画の取組を推進

②　防災・復興の現場における女性の参画拡大

３　男女共同参画社会
実現のための意識改
革・就業環境の充実

（１）男女共同参画の実現に向け
た意識啓発の推進

①　固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）
の解消

②　メディアにおける男女の人権の尊重

③　社会制度や慣行の見直し

（２）男女の子育て・介護環境の整
備

①　妊娠・出産に伴う就業環境整備の推進

２　男女共同参画の視
点からの安全・安心な暮
らしの実現

（１）女性に対するあらゆる暴力の
根絶

①　ＤＶ被害者に対する支援や、若年層へのデートＤＶに関する予防啓発の推
進

②　性犯罪・性暴力及びストーカー等被害者への適切な保護・支援体制の整備

③　ハラスメントを許さない社会づくりの推進

（２）生涯を通じた女性等の暮らし
や健康への支援

４　推進体制の整備・強
化

（１）県・市町村の推進体制の強
化、国との連携

①　県における推進体制

②　市町村との連携及び支援

③　国との連携

②　子育てに伴う就業環境整備の推進

③　介護に伴う就業環境整備の推進

④　男性の家事・育児への参画、介護休業・休暇の取得促進(再掲)

（３）男女共同参画の視点に立っ
た教育・学習の充実、人権尊重の
理解促進

①　子ども・若年層に対する男女共同参画教育の充実

②　社会教育の推進

③　メディアにおける男女の人権の尊重(再掲)

④　相談体制の充実及び周知
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第１ 熊本県の人口・人口構成等 
 

 我が国の人口は年々減少傾向にある。本県においても、今後長期的に人口減少と年齢構成の

変化が続くとともに、家族形態や地域社会が変化していくことが確実視されている。 

 ここでは、熊本県の人口、人口構成等についてみていく。 
 

 

 

１ 本県では人口減少が進んでいく中で、長期的には労働力不足の深刻化が予想されており、

地域の活力を維持していくには、女性や高齢者の就業機会の拡大、能力活用が重要な課題と

なっている。 

２ 少子化の一因である未婚化及び晩婚化が男女ともに進む中、令和 5年(2023 年)の本県の合

計特殊出生率は、前年より 0.05 ポイント減の 1.47 であった（全国 5位）。今後も少子化が

大きな課題となるが、熊本において安心して結婚・妊娠・出産・子育てができる環境を整え

ることが重要である。 
 

１ 熊本県の人口 
 

（１）総人口 
 

 ●人口減少は今後さらに加速 
 

本県の総人口（推計人口調査）は、令和 5年(2023 年)10 月 1 日現在、1,707,747 人で、前年

（1,717,766 人）に比べ 10,019 人減少（▲0.58％）した（図表 1）。今後も減少傾向は続き、

本県の総人口は、2050 年には約 136 万人になると見込まれている（図表 2）。 
 

図表 1 熊本県の人口の推移 

 
   熊本県統計調査課「令和 5年(2023 年)版熊本県推計人口調査」 

 

図表 2 熊本県の将来人口の推移 

 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（R5.12 月推計）」の出生中位・死亡中位推計人口 

ポイント 
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２ 熊本県の人口構成 
 

（１）男女別人口 
 

●男女構成比の女性の割合は５２％～５３％で推移 
 

 本県の男女別人口（国勢調査）は、令和 2年(2020 年)10 月 1日現在、男性約 82 万 2千人、

女性約 91 万 6 千人で 5年前と比べ男性は約 1万 9千人、女性は約 2万 9千人減少した。 

男女構成比をみると、女性の割合は長期に渡り 52%～53%で推移している（図表 3）。 
 

図表 3 熊本県の男女別人口の推移 

 
総務省「令和 2年国勢調査」 

 
（２）年齢別人口 
 

●生産年齢人口は減少傾向 
  

 熊本県の令和 5年(2023 年)10 月 1 日現在の人口ピラミッド（図表 4）によると、第 1次ベビ

ーブーム期（昭和 22～24 年）をピークとして減少傾向にあり、ピラミッドの裾野が次第に狭

まってきているため、長期的には労働力不足の深刻化が懸念されている。労働力を維持するた

めには、働く意欲のある女性や高齢者の就業機会の拡大及び能力の活用が不可欠である。 

 
図表 4 熊本県の人口ピラミッド（令和 5年 10月 1日現在） 

 男  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

49～52歳：昭和46～49年の 
第 2 次ベビーブーム 

57歳：昭和41年生まれの丙午 

  74～76歳：昭和22年～24年の 
 第1次ベビーブーム 

    77,78歳：終戦前後に 

  よる出生減 

    84歳：日中戦争の動員による 
出生減 100 以上 
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     （千人） 

           熊本県統計調査課「令和 5 年熊本県推計人口調査」 

 老年人口（65 歳以上） 
 生産年齢人口（15～64 歳） 

 年少人口（0～14 歳） 
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（３）高齢化率 
 

●高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合）は増加 
 令和 2年(2020 年)の本県の高齢化率は 31.6%となり、年々増加傾向にある。 

65 歳以上に占める女性の割合は約 6割、85 歳以上では約 7割となり、高齢社会の問題は女性

に深く関わる問題でもある（図表 5）。 
 

図表 5 高齢化率 

H17 H22 H27 R2 H17 H22 H27 R2

高齢化率
（総人口に占める65歳以上人口の割合）

23.7 26.0 28.8 31.6 20.1 23.1 26.6 28.7

高齢者に占める女性の割合 59.8 59.0 58.5 57.6 57.6 57.3 56.7 56.6

高齢者に占める単身者の割合 14.0 14.7 16.3 17.1 15.1 15.6 17.7 19.0

高齢単身者に占める女性の割合 78.5 71.5 72.0 67.8 72.8 71.5 67.5 65.6

85歳以上に占める女性の割合 72.8 69.2 70.9 69.4 72.3 71.8 70.1 68.5

県 全国

 
総務省「令和 2年国勢調査」 

 

（４）合計特殊出生率（※） 
 

●前年より０．０５ポイント減の１．４７、少子化問題への更なる取組が必要 
 

 令和 5年(2023 年)の本県の合計特殊出生率は、1.47 で前年より 0.05 ポイント減少した（図

表 6）。都道府県別にみると、沖縄県（1.60）、長崎県・宮崎県（1.49）、鹿児島県（1.48）

の順となっており、本県は全国第 5 位（前年 8位）で全国平均を 0.27 ポイント上回っている。 

 今後も少子化が大きな課題となるが、熊本において安心して結婚・妊娠・出産・子育てがで

きる環境を整えることが重要である。 

 
 

図表 6 合計特殊出生率の推移 

 
※合計特殊出生率：その年における 15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したものであり、一人の女性が

その年次の年齢別出生率で一生の間に産むとしたときのこどもの数に相当する。  

厚生労働省「令和 5 年人口動態調査」 

［％］ ［％］ 
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３ 熊本県における結婚・離婚 
 

（１）平均初婚年齢（※） 
 

●緩やかではあるが、男女ともに晩婚化が進行 
 

 平均初婚年齢は、本県の女性のみ前年より若干年齢が上昇しており、全国的に緩やかに晩婚

化が進んでいる。本県における男女の平均初婚年齢の推移を見ると、令和 5年(2023 年)は男性

30.5 歳、女性 29.5 歳といずれも全国平均を下回っているものの、全国と同様の傾向にある 

（図表 7）。  
 

図表 7 平均初婚年齢の推移 

 
※平均初婚年齢：結婚式を挙げた時又は同居を始めた時のうち早い方の年齢 

厚生労働省「令和 5年人口動態調査」 

 
（２）婚姻率・離婚率・未婚率 
 

●婚姻率は前年より０．３ポイント減少し３．４と低下傾向が続く 
 

 本県における令和 5年(2023 年)の婚姻率（人口千対）は、前年より 0.3 ポイント減の 3.4 と

低下傾向が続くとともに、過去一貫して全国平均を下回っている（図表 8）。 
 

図表 8 婚姻率の推移 

 
厚生労働省「令和 5年人口動態調査」 
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●離婚率は前年より０．１２ポイント増加し１．５８と全国平均をわずかに上回る 
 

本県における令和 5 年(2023 年)の離婚率（人口千対）は 1.58 と前年より 0.12 ポイント増と

なり、全国平均をわずかに上回っている（図表 9）。 
図表 9 離婚率の推移 

 
   厚生労働省「令和5年人口動態調査」 

 

●未婚率は、各年齢層で女性より男性が高い 
 

 本県の未婚率は全体的に見ると増加傾向にある。昭和 50 年(1975 年)と令和 2年(2020 年)で

比較すると、女性では 35～39 歳の未婚率が 6.2%から 22.6%と約 3.6 倍に、男性では 35～39 歳

の未婚率が 4.8%から 31.0%と約 6.5 倍に増えている。 

また、各年齢層で男性は女性より 7～10 ポイント程度未婚率が高くなっている（図表 10・11）。 
 

図表 10 熊本県の未婚率（女性）            図表 11 熊本県の未婚率（男性） 
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第２ 熊本県男女共同参画計画の４つの重点目標ごとの現状 
 

Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大 
 

男女共同参画社会を実現するためには、男女が対等な関係を築き、様々な分野で政策や方針

を決定する場に共同して参画することが必要である。国では、社会のあらゆる分野において指

導的地位に占める女性の割合を少なくとも 30%にすることを目標に掲げており、本県において

も、県・市町村をはじめ、企業・団体等において長期的視点を持って、女性の参画を推進して

いく必要がある。 

 ここでは、行政、政治、就業分野等における女性の参画状況や市町村の男女共同参画への取

組状況をみていく。 
 

 

 

１ 日本のジェンダー・ギャップ指数（ＧＧＩ）は、146 か国中 118 位と前回より順位を 7 位

上げたが低迷している。国際的にみて、政治・経済分野における男女の格差はいまだに大

きい。 

２ 県民の 8割以上が政策･方針決定の場への女性の参画を望んでいるが、現実とは大きく乖

離している。 

３ 本県の審議会等委員への女性の登用率は、前年より 0.3 ポイント増の 39.6％となった。 

４ 本県の管理職（課長級以上）に占める女性の割合は、前年より 0.6 ポイント増の 11.9％と

なっている。 

５ 県内事業所の管理職に占める女性の割合は、全体で前年より 3.4 ポイント増加し、28.9％

となっている。 

６ 女性労働者が雇用者の約半数近くを占める中で、女性労働者における非正規職員の割合は

約半数を占め、男性の割合の 2.3 倍となっている。 

 

 

１ 国際的な状況 
（１）日本の女性の参画状況 
 

●国際的に見ても低い水準にある我が国の女性の参画状況 
令和 6年(2024 年)3 月に国連開発計画が発表した「人間開発報告書」によると、日本は人間

開発指数（ＨＤＩ）が 193 か国中 24 位で前回より順位を 5つ下げた。 

また、令和 6年(2024 年)6 月に世界経済フォーラムが発表したジェンダー・ギャップ指数（Ｇ

ＧＩ）は、146 か国中 118 位と前回より順位を 7つ上げたが依然として低迷している（図表 12）。 

日本は、人間開発の達成度では実績を上げているが、特に政治・経済分野における男女の格

差はいまだに大きく、女性が政治・経済活動等に参画し、意思決定に携わる機会や環境の整備

が不十分である。 

 
 

※ＨＤＩ 人間開発指数 とは・・・        ※ＧＧＩ ジェンダー・ギャップ指数とは・・・ 

 （Human Development Index）           （Gender Gap Index） 
 

 
 
 
 

 
 

 

ポイント 

 
 
 
 国連開発計画（ＵＮＤＰ）による指数で、「長寿で健

康な生活」、「知識」及び「人間らしい生活水準」という

人間開発の３つの側面を測定したもの。具体的には、出

生時の平均寿命、知識（平均就学年数及び予想就学年

数）、１人当たり国内総所得を用いて算出している。 

 
 
 
世界経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数

値化しランク付けしたもので、経済分野、教育分野、

政治分野及び健康分野のデータから算出され、０が完

全不平等、１が完全平等を意味しており、性別による

格差を明らかにできる。 
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図表 12 ＨＤＩ、ＧＧＩにおける日本の順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発報告書 2023/2024」(2024 年 3 月)及び世界経済フォーラム 

「The Global Gender Gap Report2024」(2024 年 6月)より作成 

 測定可能な国数は、ＨＤＩは 193 か国、ＧＧＩは 146 か国 

 

２ 政策･方針決定の場における状況 
 

（１）女性の地位向上に関する考え方 
 

●男女ともに８割以上が政策企画立案や方針決定の場への女性の参画を望んでいる 
 

 「女性が自治体の首長や議会議員、企業の管理職や農協の役員、自治会長やＰＴＡの会長な

どになって、政策企画立案や方針決定の場に女性の意見が反映されるようになればよいと思う

か」の問に対し「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と答えた人の割合は、前回調

査（H26.11 実施）から 6.9%増加し 84.4%となった（図表 13）。 
 

図表 13 女性地位向上に関する考え方 

 
熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査（R1.11 実施）」 

 

 

順位 国　　名 ＧＧＩ値

1 アイスランド 0.935

2 フィンランド 0.875

3 ノルウェー 0.875

4 ニュージーランド 0.835

5 スウェーデン 0.816

6 ニカラグア 0.811

7 ドイツ 0.810

8 ナミビア 0.805

9 アイルランド 0.802

10 スペイン 0.797

： ：

43 米国 0.747

： ：

94 韓国 0.696

： ：

118 日本 0.663

： ：

ＧＧＩ（ジェンダー・ギャップ指数）

順位 国　　名 ＨＤＩ値

1 スイス 0.967

2 ノルウェー 0.966

3 アイスランド 0.959

4 香港 0.956

5 デンマーク 0.952

5 スウェーデン 0.952

7 ドイツ 0.950

7 アイルランド 0.950

9 シンガポール 0.949

10 オーストラリア 0.946

： ：

19 韓国 0.929

20 ルクセンブルク 0.927

20 米国 0.927

： ： ：

24 日本 0.920

： ：

ＨＤＩ（人間開発指数）
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（２）審議会等委員に占める女性の割合 
 

●本県における女性登用率は前年より０．３ポイント増の３９．６％ 
 

 本県における審議会等委員への女性の登用率は、令和 6年(2024 年)3 月 31 日現在、前年よ

り 0.3 ポイント増加し 39.6%となった（図表 14）。 

 市町村においては、令和 6年(2024 年)3 月 31 日現在、25.1%と前年より 1.2 ポイント増加し

たものの低い状況にあるため、女性登用率向上に向けては、目標値設定や啓発など積極的な取

組みを行う必要がある（図表 15）。 
 

図表 14 熊本県における審議会等委員会への女性の登用率（各年 3月 31 日現在） 

 
※熊本県の数値は、登用目標の対象である審議会等への女性の登用率 

※全国の数値は、令和 6年の調査結果が出ていないため空欄としている             

 内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

熊本県男女参画・協働推進課調べ 

 

図表 15 熊本県市町村における審議会等への女性の登用率（各年 3月 31 日現在） 

 
※県内市町村及び全国ともに地方自治法第 202条の 3に基づく審議会等（広域を含む）への女性の登用率 

※政令指定都市、特別区を含む 

※全国の数値は、令和 6年の調査結果が出ていないため空欄としている             

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

熊本県男女参画・協働推進課調べ 
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（３）熊本県における女性の参画状況  
 

●管理職（課長級以上）に占める女性の割合は前年より増加 
 

 熊本県の管理職（課長級以上）に占める女性の割合は、令和 6年(2024 年)4 月 16 日現在、

前年より 0.6 ポイント増の 11.9%となった（図表 16）。 

なお、令和 6年(2024 年)4 月 1 日現在、新規採用職員に占める女性の割合は、熊本県全体（教

職員除く）で 39.4%、知事部局のみで 36.3%だった（図表 17）。 
 

図表 16 県職員（※）における管理職に占める女性割合の推移 

 
※対象：知事部局等職員、県警職員、教育委員会事務局職員 

※知事交代に伴い、令和6年の数値は県のみ 4月 16日時点 

※一般行政職以外の職員も計上 

※全国の数値は、令和 6年の調査結果が出ていないため空欄としている                       

     内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

熊本県男女参画・協働推進課調べ 

     

 【参考】 

  県職員（※）における女性の登用状況 

 の推移 

  本県における教職員、警察官を除いた 

 管理職（課長級以上）に占める女性の割 

合は前年より 0.6 ポイント増の 14.2％と 

なった。 

 また、役付職員（係長級以上）に占め 

る女性の割合は前年より0.7ポイント増 

の 27.6％となった。 

※対象：知事部局等職員、県警職員の 

 うち事務職員等（警察官を除く）、 

 教育委員会事務局職員 

※一般行政職以外の職員も計上                 熊本県男女参画・協働推進課調べ 

 

図表 17 新規採用職員(教職員除く)に占める女性割合の全国比較（各年 4月 1日現在）      （％） 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

熊本県 38.9 33.1 32.4 34.4 39.0 38.5 33.3 42.7 38.6 39.4

全　国 31.9 34.4 35.3 35.1 35.3 36.6 38.5 39.3 41.6 －

【参考】知事部局 42.3 42.3 42.0 38.1 40.9 38.5 32.3 47.4 40.1 36.3  
※対象：知事部局等職員、県警職員、教育委員会事務局職員 

※令和 6年の全国の数値は、令和 6年の調査結果が出ていないため空欄としている 

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

熊本県男女参画・協働推進課調べ 
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（４）市町村における女性の参画状況 
 

●市町村の管理職（※）に占める女性の割合は前年より増加 
 

 市町村の管理職に占める女性の割合は、令和 6年(2024 年)4 月 1日現在、県内市町村平均で

15.1%となり、前年度より 1.0 ポイント増加した（図表 18）。 

 また、県内市町村新規採用職員に占める女性の割合は、47.0%となっている（図表 19）。 
 

図表 18 市町村職員における管理職に占める女性職員比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※管理職：管理職手当を支給されている職員（管理または監督の地位）にある職員のうち、条例等で指定する

職（内閣府推進状況調査による定義）概ね課長級以上が該当 

※政令指定都市、特別区を含む 

※令和6年の全国の数値は、令和 6年の調査結果が出ていないため空欄としている 

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

 熊本県男女参画・協働推進課調べ 

 

図表 19 市町村新規採用職員に占める女性の割合（各年 4月 1日現在） 

市町村
合計

R5 R６

43.4% 38.2% 45.1% 38.0% 45.0% 38.6% 42.4% 44.3% 47.0%

H30 R1 R2 R3 R4H28 H29H27

38.9%
 

                                 熊本県男女参画・協働推進課調べ 
 

（５）教育分野における女性の参画状況 
 

●本県教育委員に占める女性の割合は２０．０％ 
 本県の教育委員は、令和 6 年(2024 年)3 月 31 日現在、5人中女性は 1人である。 

一方、県内市町村の教育委員に占める女性の割合は 38.6%となり、前年より 0.5 ポイント増

加した（図表 20）。 
 

図表 20 教育委員に占める女性の割合の推移（各年 3月 31日現在） 

 
※県教育委員の総数は、平成 28年までは 6名、平成29年からは 5名で、うち女性は令和 4年まで 2名の就任 

※全国の数値は都道府県の平均値であり、令和6年の調査結果が出ていないため空欄としている  

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

 熊本県男女参画・協働推進課調べ 
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●管理職（校長、副校長、教頭）に占める女性の割合は、全ての校種において前年よ

り増加した 
 

 公立学校の教員に占める女性の割合は、令和 5年度(2023 年度)は小学校が 61.8%、中学校が

45.3%、高校･特別支援学校は 44.1%となり、中学校は全国平均を上回っている（図表 21）。 

また、管理職（校長、副校長、教頭）の女性比率は、令和 5年度(2023 年度)は小学校 24.4%、

中学校 11.9%、高校･特別支援学校 17.6%となっており、すべて全国平均を下回っている（図表

22）。このことから、管理職候補者に対する研修会の実施や、管理職の多忙感の解消など勤務

環境の整備を図り、男女を問わず適材適所へ登用を行う必要がある。 

 新規採用教員に占める女性の割合は、全体で 56.1%と前年度より 0.2 ポイント減少した 

（図表 23）。 
 

図表 21 教員に占める女性の割合の推移（各年 5月 1日現在）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公立学校の教員（本務者）を集計                文部科学省「令和 5年度学校基本調査」 
 

図表 22 管理職（校長、副校長、教頭）に占める女性の割合の推移（公立のみ）（各年 5月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                文部科学省「令和 5年度学校基本調査」 

 

図表 23 新規採用教員に占める女性の割合の推移（公立のみ）（各年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県男女参画・協働推進課調べ 
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（６）政治における女性の参画状況 
 

●女性議員の割合は、県、市、町村いずれも全国平均を下回っている 
 

 市議会、町村議会における女性議員比率は、調査時点においていずれも初めて 10%を超えた

が、全国平均を下回っている（図表 24）。県議会は、2.1%と、全国平均と大きく乖離している。 

 なお、県議会においては、令和 5 年(2023 年)4 月 9 日投開票の一般選挙で、女性議員は 1名

から 5名に増え、女性議員比率は過去最高の 10.2%となっている。 

 
図表 24 県、市町村議会における女性議員比率（各年 12月 31 日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  内閣府「令和 5年度地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況調査」 

 

（７）県内事業所における管理職に占める女性の割合 
 

●管理職に占める女性の割合は２８．９％で、前年比３．４ポイント増加 
 

  令和 5年度の県内事業所における管理職に占める女性の割合は、全ての職階で増加し、全体

でも 28.9%となり前年より 3.4 ポイント増加した（図表 25）。 
 

図表 25 熊本県内事業所における管理職の男女割合（職階別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本県労働雇用創生課「令和 5年度熊本県労働条件等実態調査」 
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（８）大学・短期大学等の教員における女性の参画状況 
 

●四年制大学教員に占める女性の割合は、全国平均を下回る 
 

 令和 5年の本県の四年制大学における女性教員の割合は、22.9%と前年度より 0.6 ポイント増

加したが、依然として全国平均を下回っている。 

また、短期大学においては、51.1%と前年度よりも 1.1 ポイント増加し、全国との差は小さく

なっている（図表 26）。 
 

図表 26 四年制大学・短期大学教員に占める女性教員の割合の推移 

 
                                 文部科学省「令和5年学校基本調査」 

 

３ 就業・雇用分野における状況 
（１）雇用者に占める女性の割合 
 

●雇用者に占める女性の割合は、全国平均を上回り、増加傾向 
 

 本県の雇用者に占める女性の割合は増加傾向にあり、令和 4年(2022 年)には 49.5%と、雇用

者のほぼ半数が女性となっている（図表 27）。 
 

図表 27 雇用者に占める女性の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省「令和 4年就業構造基本調査」 
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（２）労働者の雇用形態 
 

●女性労働者のうち、半数近くが非正規職員となっている 
 

 令和 4年の本県の労働者の雇用形態を男女別にみると、正規職員・従業員である割合は、男

性 70.4%に対し女性 48.4%となっている。 

また、女性労働者のうちパート等非正規職員の割合は約半分を占めている（図表 28）。これ

は、女性が出産や育児のために一度退職し、再就職する際には、パートタイム等の労働者とな

る傾向にあることが一因と考えられる。 
 

図表 28 熊本県の就業形態別雇用労働者の男女割合 

3.5

9.0

48.4

70.4

31.3

4.0

6.0

6.5

2.3

1.6

6.5

7.0

2.0

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

役員 正規職員・従業員 パート アルバイト 派遣社員 契約社員・嘱託 その他
 

総務省「令和 4年就業構造基本調査」 

 

（３）男女別所定内給与 
 

●男性と女性の給与の割合は３０歳代から差が開きはじめる 
 

 令和 5年の本県における女性の所定内給与と男性の所定内給与との差は、10 歳代、20 歳代

では比較的小さいが、30 歳代から差が開き始める。また、男性の所定内給与は 55～59 歳まで

一貫して増加しているが、女性の所定内給与は 20 歳代後半以降ほぼ横ばい状態である。その

うち男性がピークを迎える 55～59 歳の所定内給与では、男性 358.4 千円に対し女性 247.0 千

円と 111.4 千円の差が生じている。この状況の背景としては、正規雇用者の男女間での賃金格

差があることに加え、賃金水準の低いパートタイム労働等に女性が多いことが一因と考えられ

る（図表 29）。 
 

図表 29 熊本県の男女別所定内給与及び男女格差 

 
※所定内給与：定額給与（月間決まって支給する現金給与額）から超過労働給与額（時間外手当、早朝出勤手 

当、休日出勤手当、深夜手当等）を除いたもの 

厚生労働省「令和 5年賃金構造基本統計調査」 
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（４）男女別平均勤続年数 
 

●本県の女性の平均勤続年数は前年より増加 
 

 令和 5年の男女別の平均勤続年数を比較すると、本県における女性の平均勤続年数は前年よ

り 0.6 年増の 10.2 年、男性は 0.6 年減の 13.0 年となり、その差は 2.8 年と縮小した。ここ数

年の変化については、新型コロナウイルス感染症や災害の影響も考えられることから、引き続

き注視するとともに、女性が結婚・出産・育児を経ても働き続けることができるよう、男女が

ともに仕事と家庭の両立ができる働きやすい環境を整備することが必要である（図表 30）。 
 

図表 30 男女別平均勤続年数 

 
                            厚生労働省「令和5年賃金構造基本統計調査」 
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４ 農林水産業における状況  
（１）農林水産業における女性の参画状況 
 

●農協役員、農業委員の割合はともに横ばいで、依然として低い 
 

 農業就業人口に占める女性の割合は、44.3%とほぼ半数となっており重要な担い手となって

いる。一方で、家族経営協定締結農家数は前年より減少、農協役員に占める女性の割合は 9.3%

と横ばい、農業委員に占める女性の割合は 15.9%と、就業比率からみると依然として低い（図

表 31～33）。  

 本県の農業においては女性が重要な担い手であることから、政策・方針決定への女性の参画

を加速していく必要がある。 
 
図表 31 農林水産業の女性従業者 

調査時点 女性の割合 出　　　　　典

農業就業人口 R2.2.1 44.3% R2農林業センサス

林業就業者 R2.10.1 16.4% R2年国勢調査

漁業就業者 R5.11.1 20.0% R5漁業センサス
 

 

図表 32 農協役員・農業委員に占める女性の割合・女性起業数（各年度 3月 31 日現在） 

 
※女性起業数(グループ)は令和 2年の調査をもって終了 

熊本県団体支援課、担い手支援課調べ 

 

図表 33 女性認定農業者数・家族経営協定締結農家数（各年度 3月 31 日現在） 

 
※R5年の「女性認定農業者数」は暫定値 

                                    熊本県担い手支援課調べ 
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５ 地域における状況  
（１）地域活動における女性の参画状況 
 

●自治会長、ＰＴＡ会長に占める女性の割合は依然として低い 
 

 民生委員・児童委員に占める女性の割合は 6割を超えて増え続けており、多くの女性が地域

活動に携わっている。しかし、令和 6 年(2024 年)4 月時点の自治会長に占める女性の割合は、

3.5%と依然として低い状況のまま推移している。また、ＰＴＡ会長に占める女性の割合は、特

別支援学校を含め前年より 0.2 ポイント増加し 17.6%となったものの、方針決定への女性の参

画は十分とは言えない（図表 34）。 

 地域活動を担う人材として女性は貴重な存在であることを全ての人が認識し、まちづくりな

ど各分野で女性が活躍できる環境づくりが必要である。  
 

図表 34 熊本県の地域活動における女性割合 

調査時点
全体

［人］
うち女性
［人］

女性の割合
［％］

備　　考

H27.4 4,461 115 2.6

H28.4 4,606 111 2.4

H29.4 4,616 129 2.8

H30.4 4,572 129 2.8

H31.4 4,575 136 3.0

R2.4 4,558 151 3.3

R3.4 4,556 156 3.4

R4.4 4,654 155 3.3

R5.4 4,656 157 3.4

R6.4 4,655 161 3.5

H27.6 589 43 7.3

H28.6 596 39 6.5

H29.4 596 39 6.5

H30.4 566 48 8.5

H31.4 567 70 12.3

R2.6 561 65 11.6

R3.4 564 68 12.1

R4.4 569 82 14.4

R5.4 557 97 17.4

R6.4 557 98 17.6

H27.4 4,100 2,509 61.2

H28.4 4,095 2,524 61.6

H29.4 4,097 2,578 62.9

H30.4 4,106 2,588 63.0

H31.4 4,107 2,601 63.3

R2.4 4,070 2,651 65.1

R3.4 4,068 2,663 65.5

R4.4 4,081 2,677 65.6

R5.4 3,994 2,661 66.6

R6.4 4,029 2,701 67.0

熊本県男女参画・協働推進
課調べ

熊本県健康福祉政策課調
べ
　（～H28）
熊本県社会福祉課調べ
　（H29～R3）
熊本県地域支え合い支援
室調べ
　（R4～）

熊本県社会教育課調べ
※公立の小学校・中学校・高校
※H31.4より特別支援学校含む

自治会長

PTA会長

民生委員・
児童委員
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Ⅱ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現 
 

 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）などの女性に対する暴力、セクシュアル・ハラスメ

ント等の行為が依然として後を絶たない。このため、意識啓発はもとより、被害者の救済及び

自立支援策の充実が求められている。 

ＤＶについては、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正す

る法律」（令和 6年（2024 年）4月 1日施行）で、保護命令の対象に精神的・経済的な暴力を

加え、違反した場合の罰則を強化するなど、保護命令制度が拡充・強化された。ここでは、熊

本県における女性の人権をめぐる状況を中心にみていく。 
 

 
 

１ 県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談件数は 4,456 件となり、前年より 353 件減少した。 

２ 児童虐待相談件数は前年より減少し 2,739 件となった。 

３ 本県の人工妊娠中絶実施率は、前年から 0.3 ポイント増加の 6.6 となり、依然として全国

平均を上回っている。 

４ 県内地域の防災組織に占める女性の割合は、消防団員及び自主防災組織会長ともに 3%台で

依然として低い状況にある。 
 
 

１ 女性に対する暴力の状況 
（１）ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 
 

●ＤＶ相談件数は前年より減少 
 

 県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談延べ件数の合計は、前年から 353 件減少し、4,456 件

となった（図表 35）。 

 相談窓口別に見ると県女性相談センターのみ増加し、その他の相談機関では、全て相談件数

は減少した（図表 36）。 
 

図表 35 熊本県内の主な相談窓口におけるＤＶ    図表 36 熊本県内の主な相談窓口別ＤＶ相談延べ 

相談件数の推移                   件数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 熊本県男女参画・協働推進課調べ    ※1暦年集計、※2新規認知事案件数、 

※3令和元年度から「一般相談」を廃止しDV相談のみを 

熊本市に移管したため対象となる数値計上なし 

   熊本県男女参画・協働推進課調べ 
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Ｈ２６ 1,015 47 773 108 156 2,402 90 4,591

Ｈ２７ 990 49 781 80 114 2,351 146 4,511

Ｈ２８ 885 41 626 76 100 2,812 83 4,623

Ｈ２９ 794 79 485 35 97 2,785 83 4,358

Ｈ３０ 892 41 511 44 45 2,224 68 3,825

Ｒ１ 848 17 448 23 － 3,242 62 4,640

Ｒ２ 656 24 641 52 － 3,271 63 4,707

Ｒ３ 676 26 651 43 － 3,064 140 4,600

Ｒ４ 925 26 603 29 － 3,010 216 4,809

Ｒ５ 953 17 517 28 － 2,805 136 4,456
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●ＤＶ事案対応件数は依然として高い水準にある 
 

 令和 5年(2023 年)に熊本県警が対応したＤＶ事案件数は、517 件で前年に比べ 86 件減少し

た（図表 37）。 
 

図表 37 熊本県警察におけるＤＶ事案対応状況（暦年集計） 

被害者への
接近禁止

被害者の子
への接近禁
止

被害者の親
族等への接
近禁止

被害者への
電話等の禁
止

退去
被害者への
接近禁止

被害者の子
への接近禁
止

被害者の親
族等への接
近禁止

被害者への
電話等の禁
止

退去

Ｈ２６ 773 61 55 37 29 55 19 1 0 0 0 0 122

Ｈ２７ 781 90 73 43 22 69 20 1 0 0 0 0 127

Ｈ２８ 626 56 55 33 15 53 16 1 0 0 0 1 163

Ｈ２９ 485 53 42 26 15 40 17 0 0 0 1 0 94

Ｈ３０ 511 32 28 20 10 27 14 1 0 0 0 0 113

Ｒ１ 448 52 46 28 20 43 22 2 0 0 0 1 102

Ｒ２ 641 33 29 18 10 28 9 0 1 0 1 0 82

Ｒ３ 651 26 23 12 7 21 9 0 0 0 1 1 91

Ｒ４ 603 41 32 20 11 29 14 0 0 0 0 1 80

Ｒ５ 517 33 33 26 17 29 14 0 0 0 0 0 59

他
法
令
検
挙

対
応
件
数

書
面
提
出
要
求
※

裁判所からの保護命令通知 裁判所からの保護命令違反検挙

 
※警察が裁判所から「申立人が相談した際の状況等を記載した書面」の提出を求められた件数 

 
 

●ＤＶに関する相談機関の認知度は、警察が６７．８％で突出している 
 

 県内のＤＶ相談機関の認知度調査では、警察が平成 26 年(2014 年)調査から 1.8 ポイント増

加し 67.8%で突出している。次いで女性相談センターが 3.4 ポイント減少し 24.5%、福祉事務

所は 2.0 ポイント増加し 24.2%となった。 

一方で、18.3%の人が相談機関を「１つも知らない」と回答しており、誰にも相談できずに

悩む被害者がいなくなるよう、相談機関の周知に一層取り組む必要がある（図表 38）。 
 

図表 38 ＤＶに関する相談機関認知度（複数回答） 

 
熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査」（R1.11 実施） 
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（２）ストーカー・性犯罪  
 

●ストーカー認知件数は前年より減少、性犯罪認知件数は前年より増加 
 

 令和 5年(2023 年)の熊本県警におけるストーカー認知件数は、285 件と前年に比べ 72件減

少した。また、性犯罪の認知件数は 117 件で、前年より 49 件と大幅に増加した（図表 39）。 
 

図表 39 熊本県警察におけるストーカー事案・性犯罪（強制性交等罪と強制わいせつ罪）対応状況（暦年集計） 

・ストーカー事案                                              ・性犯罪 

命令

違反
行為罪 他法令

Ｈ２６ 413 19 0 1 26 0 3 23

Ｈ２７ 445 23 0 1 43 0 3 40

Ｈ２８ 292 16 0 29 0 2 27

Ｈ２９ 228 12 10 28 1 5 22

Ｈ３０ 294 23 14 35 0 2 33

Ｒ１ 283 23 22 30 2 9 19

Ｒ２ 425 29 32 40 0 16 24

Ｒ３ 410 14 36 54 3 14 37

Ｒ４ 357 11 33 44 2 7 35

Ｒ５ 285 8 21 27 1 3 23

検挙件数
年

認知
件数

警告
仮の
命令
（※）

禁止
命令

 
※仮の命令：緊急を要する場合に聴聞手続きを経ずに発する命令、     熊本県警察本部刑事企画課調べ 

平成 28年改正により廃止      

熊本県警察本部人身安全対策課調べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ２６ 91 70

Ｈ２7 83 70

Ｈ２８ 68 59

Ｈ２９ 76 62

Ｈ３０ 58 48

Ｒ１ 53 50

Ｒ２ 62 49

Ｒ３ 77 70

Ｒ４ 68 62

Ｒ５ 117 76

年
認知
件数

検挙
件数

トピックは後日掲載 
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２ 自殺、児童虐待の状況 
（１）自殺者数の推移 
 

●県内の自殺者数は前年より減少 
 

 本県における令和 5年(2023 年)の自殺者数は 279 人で、前年と比べ男性は 28 人、女性は 12

人減少した（図表 40）。女性の割合は、概ね 30%で推移している。 

 
 

図表 40 熊本県における自殺者数の推移（暦年集計） 

 
                                 熊本県障がい者支援課調べ 

 

 

（２）児童虐待相談件数の推移 
●県内の児童虐待相談件数は高止まりの状態 

 令和 5年度(2023 年度)に本県の児童相談所に寄せられた相談件数は 2,739 件で、前年と同水

準となっている（図表 41）。 
 

図 41 熊本県における児童虐待相談件数の推移 

 
※熊本県中央児童相談所、八代児童相談所、熊本市児童相談所の合計件数 

熊本県子ども家庭福祉課調べ 
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３ 女性の健康の状況 
（１）人工妊娠中絶件数・実施率 
 

●人工妊娠中絶実施率は、依然として全国平均を上回っている 
 

 本県の令和 4年度(2022 年度)人工妊娠中絶実施率（15～49 歳の女子人口千対）は 6.6 と前

年より 0.3 ポイント増加し、依然として全国平均を上回っている（図表 42・43）。 

人工妊娠中絶は、女性の心とからだに大きな影響を与えることから、未然に防ぐために若い

うちから正しい性の知識の普及啓発が必要である。 
 

図表 42 人工妊娠中絶実施率の推移（15～49歳の女子人口千対） 

 
厚生労働省「令和 4年度衛生行政報告例」 

 

図表 43 年齢階級別にみた人工妊娠中絶の件数と実施率 

総数 ２０歳未満 ２０～２４歳 ２５～２９歳 ３０～３４歳 ３５～３９歳 ４０～４４歳 ４５～４９歳

熊本県 2,030 157 456 437 399 396 176 9

全国 122,725 9,569 30,544 26,153 22,287 21,947 11,079 1,127

熊本県 6.6 4.0 12.7 12.1 10.0 8.3 3.4 0.2

全国 5.1 3.6 10.0 8.4 7.1 6.2 2.8 0.2

差 1.5 0.4 2.7 3.7 2.9 2.1 0.6 0.0

件数

実施率
（人口
千対）

 
  厚生労働省「令和 4年度衛生行政報告例」 
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（２）子宮がん（子宮頸がん）、乳がんの検診受診率・死亡率 
 

●子宮がん（子宮頸がん）、乳がんの検診受診率はともに全国平均を上回る 

 
令和 4年(2022 年)の本県における子宮がん（子宮頸がん）検診受診率は 47.5%、乳がんの検

診受診率は 51.4%と令和元年(2019 年)よりも若干減少したものの、いずれも全国平均を上回っ

ている（図表 44）。 

令和 5年(2023 年)の本県の子宮がん（子宮頸がん）の年齢調整死亡率は 27 位、乳がんの年

齢調整死亡率は 12位で、いずれも順位を上げている（図表 45）。 
 

図表 44 子宮がん、乳がん検診受診率の推移 
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※子宮がん検診は H25調査から子宮頸がん検診として調査している。 

※対象：子宮頸がん（20～69 歳）乳がん（40～69歳）共に過去年間に受診したことがある女性 

 熊本県健康づくり推進課調べ 

 

図表 45 子宮がん、乳がんの年齢調整死亡率（75歳未満） 

年齢調整死亡率 順位 全国 年齢調整死亡率 順位 全国

Ｈ２６ 5.6 41位 4.9 10.7 30位 10.7

Ｈ２７ 4.3 15位 4.9 11.5 38位 10.7

Ｈ２８ 5.6 43位 4.7 10.4 22位 10.7

Ｈ２９ 4.4 14位 4.8 11.0 33位 10.7

Ｈ３０ 4.5 18位 4.9 10.9 30位 10.7

Ｒ１ 5.7 36位 5.1 11.4 34位 10.6

Ｒ２ 4.9 21位 5.0 11.0 39位 10.2

Ｒ３ 5.2 34位 4.9 9.6 28位 9.9

Ｒ４ 5.7 35位 5.1 10.8 32位 10.4

Ｒ５ 5.1 27位 5.1 8.7 12位 10.0

子宮がんの年齢調整死亡率（女性人口１０万対）   乳がんの年齢調整死亡率（女性人口１０万対）

 
※年齢調整死亡率：年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるように年齢構成を調整した死亡率 

国立がん研究センターがん情報サービス「がん統計」（人口動態統計） 
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４ 地域の防災力における状況 
（１）地域の防災における女性の参画状況 
 

●地域の防災組織に占める女性の割合は３％程度と低い 
 

 令和 6年(2024 年)4 月 1日現在、消防団員に占める女性の割合は 3.6％と前年と比べ 0.4 ポイ

ント増加（図表 46）、自主防災組織会長における女性の割合は 3.4%と前年より 0.2 ポイント増

加しているが、ともに依然として低い状況にある。男女双方の視点を反映した防災体制の整備が

必要である（図表 47）。 
 

図表 46 消防団員における女性割合（各年 4月 1日時点） 

調査年
全体

［人］
うち女性
［人］

女性の割合
［％］

備　　考

H27 34,369 764 2.2

H28 34,135 777 2.3

H29 33,507 774 2.3

H30 33,015 735 2.2

R1 32,194 778 2.4

R2 31,567 796 2.5

R3 30,860 854 2.8

R4 29,841 864 2.9

R5 28,773 921 3.2

R6 27,996 1,003 3.6

熊本県消防保安課
調べ

消防団員

 
 
図表 47 自主防災組織会長における女性割合（各年 4 月 1日時点） 

調査時点
全体

［人］
うち女性
［人］

女性の割合
［％］

備　　考

H27 3,083 76 2.5

H28 3,307 81 2.4

H29 3,402 89 2.6

H30 3,474 94 2.7

R1 3,421 87 2.5

R2 3,631 100 2.8

R3 3,634 102 2.8

R4 3,659 123 3.4

R5 3,672 119 3.2

R6 3,687 124 3.4

自主防災組織会長
熊本県男女参画・
協働推進課調べ
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Ⅲ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実 
 「男は仕事、女は家庭」などと性別によって役割を決める考え方（固定的性別役割分担意識）

については減少してきているが依然として根強く残っており、性別にかかわりなく個性と能力

を十分に発揮できる社会を実現するため、効果的な啓発活動を行う必要がある。 

また、少子高齢化、雇用情勢の変化、人々の価値観の多様化などが進む中、男女共同参画社

会の実現のためにも、長時間労働等を前提とした従来の働き方を見直し、仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）を図っていくことが大切である。ワーク・ライフ・バランスにより、

男女ともに育児、介護、地域活動、自己啓発のための時間を確保することが可能になる。この

ため、企業と労働者、国、地方公共団体等が連携して、環境を整備する必要がある。 

 ここでは、男女共同参画の意識面、ワーク・ライフ・バランスの状況についてみていく。 
 

 

 

１ 県民の 6割近くが「男性が優遇されている」社会と感じている。 

２ 固定的性別役割分担意識に「同感しない」又は「どちらかといえば同感しない」人は、 

82.9％となった。 

３ 妻の就業の有無にかかわらず夫の家事・育児・介護時間は妻に比べ大幅に短い。  

４ 県内事業所における「ワーク・ライフ・バランス」の取組内容は、「休暇取得の促進」「残

業の削減」が 6割を超えている。 

５ 育児休業取得率は、女性が前年より 1.4 ポイント増の 99.2％、男性が 14.8 ポイント増の

37.2％となり、ともに全国平均を上回っている。 

 

１ 県民の男女共同参画に対する意識 
（１）男女の地位の平等感 
 

●『男性優遇』の割合は減少傾向にあるが、依然として５８．８％を占める 
 

 男女の地位の平等感について、「男性が非常に優遇されている」又は「どちらかといえば男

性が優遇されている」と感じている人が 58.8%で、依然としていまだ 6割近くの人が男性優遇

の社会であると考えている（図表 48）。 

 分野別にみると「社会通念」、「政治の場」では 7割以上、「職場」、「家庭生活」におい

ても 4割を超える人が男性優遇と感じており、特に「社会通念」では県民の 72.0%が男性の方

が優遇されていると感じている。最も平等感が高い「学校教育の場」では 43.5%が平等と感じ

ており、男性優遇と感じる人は 19.5%となっている（図表 49）。 
 

図表 48 熊本県における男女の地位の平等感 

 
熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査（R1.11 実施）」 

ポイント 
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図表 49 熊本県における男女の地位の平等感（分野別） 

 
熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査（R1.11 実施）」 

 

（２）固定的性別役割分担意識 
 

●「男は仕事、女は家庭」などと性別によって役割を決める考え方（固定的性別役割

分担意識）に同感しない人の割合は８２．９％ 
                             

令和 5年(2023 年)県民アンケート調査によると、固定的性別役割分担意識に「同感しない」

又は「どちらかといえば同感しない」と答えた人が前年調査より 1.2 ポイント増加し、82.9%

となった。また、「同感する」「どちらかといえば同感する」と答えた人の割合は 11.7%で、

前年調査より 0.9 ポイント減少した。 

「同感する」や「どちらかといえば同感する」と回答した人が、固定的役割分担意識は男女

共同参画社会の実現を妨げる一因となることを理解し、「同感しない」人の割合が継続的に増

えていくよう、今後も男女共同参画の意識啓発を行う必要がある（図表 50）。 
 

図表 50 熊本県における固定的役割分担意識 

 
熊本県企画課「2023 県民アンケート調査」 
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●固定的性別役割分担意識に同感する割合は、女性より男性が高い 
 

 男女別にみると、固定的性別役割分担意識に「同感する」又は「どちらかといえば同感する」

と答えた人は女性 9.7%、男性 13.6%となり、男性のほうが固定的性別役割分担意識に同感する

傾向がある。男女共同参画社会の形成は、男性にとっても意義があることを啓発していく必要

がある(図表 51)。 
 

図表 51 熊本県における固定的役割分担意識（男女別） 

 
熊本県企画課「2023 県民アンケート調査」 

 

●固定的性別役割分担に「同感する」又は「どちらかといえば同感する」と答えた人

の割合は、７０歳以上が最も高く１８．１％ 
 

 年代別にみると、「同感する」又は「どちらかといえば同感する」と答えた人の割合は、70

歳以上が最も高く 18.1%となっている。60歳～69 歳でも 10%を超えており、高い年代を中心に

一部で肯定意識が根強く残っている（図表52）。 
 

図表 52 熊本県における固定的性別役割分担意識（年代別） 

 
※分析にあたり回答数が少ない年代があるため、統計上の誤差が生じる場合がある。 

  熊本県企画課「2023 県民アンケート調査」 
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（３）仕事と家庭・地域生活の両立（理想と現実） 
 

●仕事・家庭生活・地域生活を両立させた生活を理想としているが、現実は仕事又は

家庭生活中心の生活を送っている 
 

 理想としては、仕事と家庭生活をともに優先する「複数の活動を両立させた生活」を送りた

い人の割合が男女とも 30%前後と高いが、現実は、仕事又は家庭生活を優先しているなどの「単

一の活動を優先した生活」を送っている人の割合が高い（図表 53）。 
 

図表 53 熊本県における仕事と家庭・地域生活の両立（理想と現実） 
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 熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査（R1.11 実施）」 

 
 

（４）「男女共同参画社会」に関する用語の周知度 
 

  ●「男女共同参画社会」という用語を半数が知らず、条例、計画の周知度も低い 
 

 本県における男女共同参画に関する用語の周知度は、「セクシュアル・ハラスメント（性的嫌

がらせ）」が 71.4%と最も高くなっており、その他「ジェンダー（社会的・文化的に形成された

性別）」が 44.8%、「ダイバーシティ（多様性）」が 28.4%となっている。また、条例や計画の

周知度は 10%程度であり、「見たり聞いたりしたものは１つもない」と回答した人の割合は 7.1%

となっている（図表 54）。 
 

図表 54 熊本県における男女共同参画に関する用語の周知度 
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熊本県男女参画・協働推進課「男女共同参画に関する県民意識調査（R1.11 実施）」 
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２ 教育における状況 
（１）大学等進学率（※） 
 

●大学等の進学率は、男性より女性が高い 
 

 本県の大学等への進学率は令和 5 年(2023 年)3 月現在、女性が前年より 0.7 ポイント増の

53.2%、男性は 1.6 ポイント増の 45.2%であった。 

また、四年制大学への進学率は、女性が前年より 1.3 ポイント増の 45.0%、男性は前年より

1.6 ポイント増の 44.1%とともに増加した（図表 55）。 

 
図表 55 熊本県における大学等進学率（各年 3月現在）  

 
※大学等進学率＝大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の通信教育部、大学・短期大学の別科、高等学 

校専攻科、特別支援学校高等部専攻科への進学率（中等教育学校（後期課程）卒業者は含まず） 

文部科学省「令和 5年度学校基本調査」 

 

（２）男女混合名簿（出席簿）の使用状況 
 

●小学校では全校、中学校の９６．３％で使用している 
 

 男女混合名簿の使用割合は、令和 6 年(2024 年)4 月現在、中学校は 96.3%と前年より 2.4 ポ

イント増えており、小学校は全校採用となっている（図表 56）。 

 
図表 56 熊本県における男女混合名簿（出席簿）の使用割合（国立・私立を除く） 

 
※義務教育学校は中学校に含む 

                    熊本県男女参画・協働推進課、教育庁義務教育課調べ 
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（３）男女共同参画を校内研修（教員向け）のテーマに採用した学校数 
 

●小・中学校、高等学校ともに全ての学校で実施 
 

 本県における令和 5年度（2023 年度）に男女共同参画を校内研修のテーマに採用した学校の

割合は、小・中学校、高校ともに全ての学校で実施された（図表 57）。 
 

図表 57 熊本県における男女共同参画を校内研修のテーマに採用した学校の割合（国立・私立を除く） 

 
※義務教育学校は中学校に含む    熊本県男女参画・協働推進課、教育庁義務教育課、高校教育課調べ 

 

３ 仕事と生活の両立の状況 
（１）夫婦の生活時間 
 

●家事・育児・介護は、就業の有無にかかわらず妻に偏る 
 

 家事・育児・介護等に従事する時間は、夫が有業で妻が無業の世帯においては、夫が 42分、

妻が 6時間 13 分である。また、共働き世帯であっても、夫が 51 分であるのに対し、妻は 4時

間 19 分と大きな差がある。これは妻の就業の有無にかかわらず、夫が家事や育児、介護など

にかける時間が妻と比べて著しく短いことを示している（図表 58）。 

男性の家事・育児など家庭生活への参画を進め、男女がより良いバランスで負担を分担し合

うことは重要である。 
 

図表 58 熊本県における夫婦の生活時間 
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※ワーク・ライフ・バランスとは・・・ 
 
「老若男女誰もが、仕事、家庭生活、

地域社会、個人の自己啓発など、様々

な活動を自ら希望するバランスで展

開できる状態」を言います。                                             

ワーク・ライフ・バランスが実現した

社会とは、「国民一人ひとりがやりが

いや充実感を感じながら働き、仕事上

の責任を果たすとともに、家庭や地域

生活などにおいても、子育て期、中高

年期といった人生の各段階に応じて

多様な生き方が選択・実現できる社

会」とされています。 

（２）県内事業所の状況 
●ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づくりの取組企業は５５．３％ 

 

令和 5 年(2023 年)の本県のワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づくりの取組状況

は、「取り組んでいる」が55.3%、「今後取り組む予定である」が 5.6%となっている（図表 59）。 

 
図表 59 ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場環境づくりの取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

熊本県労働雇用創生課「令和 5年度熊本県労働条件等実態調査」 

 

●次世代育成支援対策推進法で義務付けられている１０１人以上の企業での一般事業

主行動計画の策定率は９９．5％ 
 

 令和 5年度(2023 年度)末時点における従業員 101 人以上の事業所では策定率 99.5％となっ

ている。策定が努力義務である従業員 100 人以下の事業所からの策定届提出数は、781 事業所

だった（図表 60）。 

  
 

図表 60 一般事業主行動計画策定状況（事業所） 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

策定率（％） 99.1 100.0 100.0 99.8 99.5 99.3 95.9 99.6 99.7 99.5

届出数 ５５９／５６４ ５５１／５５１ ５５０／５５０ ５５６／５５７ ５６８／５７１ ５７１／５７５ ５６４／５８８ ５６９／５７１ ６０１／６０３ ６０８／６１１

１００人以下 届出数 220 225 323 418 534 624 686 764 809 781

１０１人以上

従業員数

 
※平成 23 年 4 月 1 日から、一般事業主行動計画策定･届出の義務付け範囲が、従業員 301 人以上の事業所

から従業員 101 人以上の事業所に拡充された。 
厚生労働省「次世代育成支援対策取組状況（令和 6年3月）」 

 
【参考】次世代育成支援対策推進法 

H21.4.1前 H21.4.1以降 H23.4.1以降 H23.4.1前 H23.4.1以降

301人以上 義務 義務 義務 義務

101人から300人 義務 義務

100人以下 努力義務 努力義務
努力義務 努力義務

規定なし

従業員

行動計画の公表及び従業員への

周知の義務化（H21.4.1施行）

行動計画の届出義務

企業の拡大(H23.4.1施行）

 
※平成 17 年 4 月～平成 27 年 3 月までの 10 年間の時限立法であったが、令和 7年 3月 31 日まで 10年間 

延長された。 
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●休暇取得の促進は６６.７％の事業所が取り組んでいる 
 

 令和 5 年度(2023 年度)の県内事業所におけるワーク・ライフ・バランスの取組

内容については、「休暇取得の促進」が 66.7%と最も高く、次いで「残業の削減」

が 63.3%となっており、「働き方改革」の効果と推測される。一方、育児・介護

関係では「育児休業（法定以上）」が 48.9%と約半数の事業所が取り組んでいる

（図表 61）。 

 
図表 61 ワーク・ライフ・バランスの取組内容（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    熊本県労働雇用創生課「令和 5年度熊本県労働条件等実態調査」 

 
 

●ポジティブアクションに取り組んでいる企業は４６．０％ 
 

令和 5年（2023 年）に本県でポジティブアクシ 

ョンに取り組んでいる企業は 46.0%と前年より

少し減少した値となっている。また、15.3%の

企業が「今後取り組むこととしている」として

おり、積極的に取組む企業の増加が期待される

（図表 62）。 

 
図表 62 ポジティブアクションの取組状況 

 
   熊本県労働雇用創生課「令和 5年度熊本県労働条件等実態調査」 

〔％〕 

  

ポジティブアクションとは・・・ 
職場で男女の間に生じている格差を解消するため

に、企業が自主的、積極的に行う取組。 
例）女性管理職の比率を増やす、女性の採用と職域

の拡大、女性の勤続年数を伸ばす 等 
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（３）育児休業 
 

●育児休業取得率は女性が９９．２％、男性が３７．２％といずれも前年より増加 
 

 令和 5年(2023 年)の本県の育児休業取得率は、女性は前年より 1.4 ポイント増の 99.2%とな

り継続して高い数値となっている。男性は 37.2%と前年より 14.8 ポイント増加した。男女とも

に全国平均を上回っている（図表 63・64）。 
 

図表 63 育児休業取得率（女性） 

 
 

図表 64 育児休業取得率（男性） 

 
                  全国：厚生労働省「令和 5年度雇用均等基本調査」 

熊本県：熊本県労働雇用創生課「令和 5年度熊本県労働条件等実態調査」 
 

 

（４）子育て支援 
 

●子育て支援に関するさらなる充実が必要である 
 

 通常保育定員数は前年に比べ減少している中、令和 6年(2024 年)4 月 1 日現在の保育所等利

用待機児童数は 4名と減少した。 

また、男女がともに働き続けるために必要となる放課後児童クラブ実施箇所数は増加傾向に

あり、今後も継続して子育て支援に関する様々なサービスの充実を図ることが重要である（図

表 65）。 
 

図表 65 子育て支援に関する主な指標（熊本市も含む） （各年 4月 1日現在）           

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

保育所等利用待機児童数 659 233 275 182 178 70 8 9 15 4

通常保育定員数 57,230 61,524 62,184 63,767 64,750 63,134 62,192 61,323 60,841 60,050

延長保育事業実施箇所数 496 556 497 592 591 568 572 497 576 592

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ実施箇所数 27 29 29 29 29 29 29 29 29 28

病児・病後児保育事業実施箇所数 31 32 34 34 34 34 34 35 35 35

放課後児童クラブ実施箇所数 409 414 434 451 488 505 525 532 549 566※
 

※支援の単位数                               熊本県子ども未来課調べ 
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Ⅳ 推進体制の整備・強化 
 

男女共同参画社会づくりを着実に進展させるためには、住民に一番身近で重要な役割を果た

す市町村と県が連携体制を強化し、各種施策に取り組んでいく必要がある。 

また、行政間の連携だけではなく、男女共同参画社会の実現に向けて自主的に活動を展開し

ている各種団体を支援し、連携・協働を進めていく必要がある。 

ここでは、市町村や県民、ＮＰＯ等の団体との協働による取組状況などについてみていく。 
 

 

１ 男女共同参画計画の策定状況は前年と同値の 88.9％となった。 
２ 男女共同参画推進団体数は 38 団体である。 

 

 

１ 市町村の取組状況 
 

（１）推進体制の整備状況 
 

 令和 6年度の県内 45市町村における男女共同参画社会の推進体制の進捗状況は、次のとお

りとなっている（図表 66）。 

 ・条例制定率                      46.7%（21 市町村制定） 

 ・男女共同参画計画策定率                88.9%（40 市町村策定） 

 ・庁内推進会議設置率                  71.1%（32 市町村設置） 

 ・民間有識者による審議機関（懇話会等）設置率      93.3%（41 市町村設置） 

 ・女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画策定率    100.0%（全市町村策定） 

 
図表 66 市町村の取組状況 

 
                                  熊本県男女参画・協働推進課調べ 

ポイント 
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（２）男女共同参画宣言 
 

 男女共同参画社会の実現に向けて気運を広く醸成することを目的として、自治体を挙げ

て男女共同参画社会づくりへの取組を行うことを宣言した都市（男女共同参画宣言都市）

は、次の 11市町となっている（図表 67）。 
 

図表 67 熊本県の男女共同参画宣言都市（令和 6年 4月 1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県民、ＮＰＯ等との協働による取組状況 
（１）男女共同参画推進団体数 
 

●推進団体数は３８団体 
 本県では、誰もがその個性と能力を発揮できる住みやすい熊本づくりのため、男女共同参画

をはじめとするダイバーシティ（多様性）を推進する取組を行っている。 

「男女共同参画推進団体」はその趣旨に賛同し、男女共同参画をはじめとするダイバーシテ

ィへの意識をもって活動する団体であり、令和 6 年(2024 年)5 月 31 日現在で 38 団体を登録し

ている。 

 

 

 

 

 

 

宣言年度 宣言日 市町村名 備考

Ｈ７ ― 旧八代市 合併前に宣言

Ｈ１５ ― 旧菊池市 合併前に宣言

Ｈ１６ H17.1.29 荒尾市

Ｈ１７ H17.11.20 水俣市

Ｈ１８ H19.2.17 天草市

H19.11.21 宇城市

H20.1.26 合志市

Ｈ２０ H21.1.24 上天草市

H21.6.19 八代市

H21.9.15 益城町

H22.11.20 菊池市

H23.2.6 大津町

Ｈ２３ H24.1.28 菊陽町

Ｈ１９

Ｈ２１

Ｈ２２



 

 
 

 

第２章 
 

熊本県が実施した男女共同参画施策の実施状況 

[令和５年度（2023 年度）] 

 

 

 

 

 

 

 

    

Ⅰ 施策評価について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０ 

 

Ⅱ 重点目標別施策の実施状況 

 

１ あらゆる分野における女性の参画拡大・・・・・・・・・・・・４５ 

２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現・・・・・５４ 

３ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実・・・６２ 

４ 推進体制の整備・強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６７ 
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【 評価の基準 】                      

 

 令和５年度（２０２３年度）の実績値が            【指標の動向の表示】 

  

■目標値に達しているもの 

 

■計画策定時の値に比べて目標値に近づいているもの 

 

■計画策定時の値と同じであるもの                   

 

■計画策定時の値よりも低下しているもの 

 

■令和５年度は実績値の測定が行われなかったもの（実績値なし）  

Ⅰ 施策評価について 
 

１ 位置づけ 
熊本県男女共同参画推進条例第２４条の規定に基づき、「第５次熊本県男女共同参画計画」（計画

期間：R3年度～R7 年度）の体系（Ｐ４参照）に沿って評価を行った。 

            

２ 評価の対象 
評価の対象は、第５次熊本県男女共同参画計画を実効性のあるアクションプランとするため、重

点目標毎に設定した「成果目標」の３２項目３５指標とし、その進捗状況を取りまとめ、評価を行

った。また、「参考指標」２７指標については、男女共同参画社会づくりを推進するにあたって、そ

の推移をフォローアップするデータとして並べて掲載した。    

 

＜成果目標及び参考指標の内訳＞ 

 

重 点 目 標
 

指 標 数  

成果目標 
（評価の対象） 

参考指標 
（評価せず） 

合計 

１ あらゆる分野における女性の参画拡大 ２１ １１ ３２ 

２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現 ３ １０ １３ 

３ 男女共同参画者社会実現のための意識改革・就業環

境の充実 
８ ６ １４ 

４ 推進体制の整備・強化 ３ ０ ３ 

合   計 ３５ ２７ ６２ 

 

３ 評価の基準 
  評価は、計画策定時の値と比べて、令和 5年度（２０２３年度）の実績値が目標値に近づいて

いるか否かを「指標の動向」欄に矢印で表し、評価した。 
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４ 評価結果の概要     

 
令和５年度の成果目標の評価について、とりまとめた結果は次のとおりである。 

 

 

重 点 目 標
  

評 価  

 

 
 

目 標 値 に 達 し

ている 

 

 
 

目標値に近づ

いている 

 

 
 

計画策 定時と

同じ 

 

 
 

計画策定時か

ら低下している 

 

 

 

 

実績値なし 

 

合 

計 

１ あらゆる分野における女性の

参画拡大 

 

６ ９ ０ ６ ０ 

 

２１ 

 

２ 男女共同参画の視点からの安

全・安心な暮らしの実現 

 

０ ３ ０ ０ ０ 

 

３ 

 

３ 男女共同参画者社会実現の

ための意識改革・就業環境の

充実 

 

５ １ ２ ０ ０ 

 

８ 

 

４ 推進体制の整備・強化 
 

０ ３ ０ ０ ０ 

 

３ 

 

合   計 １１ 
（31.4％） 

１６ 
（45.7％） 

２ 
（5.7％） 

６ 
（17.2％） 

０ 
（0.0％） 

 

３５ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

更新予定 
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５ 重点目標ごとの指標の状況 
① あらゆる分野における女性の参画拡大 
《成果目標》 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

43 
 

《参考指標》 

 
 
② 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現 
《成果目標》 

 
 

《参考指標》 

 

地方議会における女性議員の割合 県議会議員　　　４．１％ １０．２％

市議会議員　　　９．７％ １１．４％

町村議会議員　　９．６％ １１．１％

県の新規採用職員に占める女性の割合（知事部局）
３８．５％

（R2.4.1現在）
３６．３％

（R6.4.1現在）
人事課

全警察官に占める女性警察官の割合
８．９％

（R2.4.1現在）
１１．０％

(R6.4.1現在）
警察本部警務課

県内企業における所定内賃金の男女格差指数 ７７．１％ ７５．７％ 男女参画・協働推進課

男女別平均勤続年数の男女差

男性　１２．６年
女性　１０．０年

（男女差　２．６年）

男性　１３．０年
女性　１０．２年

（男女差　２．８年）

男女参画・協働推進課

熊本県における女性の労働力率 （Ｈ２７：１８位）　５０．８％ （R３：１７位）　５３．７％ 男女参画・協働推進課

農業委員に占める女性委員の割合 １４．８％ １５．９％ 担い手支援課

森林組合理事に占める女性の割合 １．１％ ３．０％ 団体支援課

男女参画・協働推進課

指標 Ｒ５年実績 担当課計画策定時の値

ＤＶに関する相談機関の認知状況（「１つも知らない」人の割合） （Ｒ１）　１８．３％ (R1) 　１８．３％ 男女参画・協働推進課

配偶者等からＤＶ被害を受けたことのある女性の割合 （Ｒ１）　１８．５％ (R1) 　１８．５％ 男女参画・協働推進課

ＤＶ防止法に基づく一時保護件数 ４３件 ３０件 子ども家庭福祉課

熊本県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談件数 ４,６５２件 ４,４５６件
男女参画・協働推進課

子ども家庭福祉課

国（熊本労働局）及び県の相談窓口におけるハラスメント相談
件数 ４８件 １５５件 労働雇用創生課

乳がん検診

（Ｒ１）　５１．９％
(Ｒ４)　５１．４％

子宮頸がん検診

（Ｒ１）　４８．３％
(Ｒ４)　４７．５％

人工妊娠中絶実施率（１５～４９歳の女子人口千対） （Ｈ３０）　　８．８％ （R４）　６.６% 子ども未来課

県母子家庭等就業・自立支援センターが開催する就業支援講
習会の受講者数（熊本市除く） ６８人 ５５人 子ども家庭福祉課

障がい者の法定雇用率を達成している民間企業の割合 ５６．９％ ５９．４％ 男女参画・協働推進課

計画策定時の値 Ｒ５年実績 担当課指標

乳がん・子宮頸がん検診受診率 健康づくり推進課
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③ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実 
《成果目標》 

 
 

《参考指標》 

 
 
 
④ 推進体制の整備・強化 
《成果目標》 

 
 

 

 

 

 

 

熊本県における男女の地位の平等感で「男性が優遇されてい
る」と感じる人の割合 ５８．８％ （R1）　５８．８％ 男女参画・協働推進課

「男女共同参画社会」という用語の認知度 ５０．６％ （R1）　５０．６％ 男女参画・協働推進課

年間総実労働時間数（一般労働者） １，７９４時間 １,７６６時間 男女参画・協働推進課

県内事業所における年次有給休暇取得率 ４６．２％ ５９．８％ 労働雇用創生課

次世代認定マーク（くるみん）取得企業（団体）数 ２１企業（団体） ３１企業（団体） 男女参画・協働推進課

県内のブライト企業登録事業所数 ３２６事業所
４２４事業所

（R6.3.31現在）
労働雇用創生課

計画策定時の値 Ｒ５年実績 担当課指標
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Ⅱ 重点目標別施策の実施状況 
 

１ あらゆる分野における女性の参画拡大 
 

 
 男女共同参画社会を実現するためには、これまで男性中心になりがちだった政策・方針決定

過程の場に女性の参画が進むことが重要である。 

 県の審議会等の委員の女性登用率については、令和 5 年度(2023 年度)は前年度より 0.3 ポイ

ント上がり 39.6%となっており、計画目標の 40%達成へ向け更なる取組が必要である。一方、市

町村では令和 5年度(2023 年度)は 25.1%と前年度から 1.2 ポイント上がったが、計画目標の 30%

の達成に向け一層の促進を図る必要がある。 

県内事業所における管理職（係長相当職以上）に占める女性の割合は、28.9%で前年の 25.5%

から 3.4 ポイント増加した。女性の割合を高めていくためには、性別にとらわれない人材の育

成・登用の推進や仕事と家庭の両立支援など、雇用の場における男女共同参画の取組を強化す

る必要がある。 

 令和 6年(2024 年)4 月時点の地域における女性の参画状況をみると、ＰＴＡ会長に占める女

性の割合は 17.6%と計画目標値の 15.0%に達したが、自治会長に占める女性の割合は 3.5%と低い

状態で推移しており、引き続き地域における男女共同参画の推進を図る必要がある。 
 
 

令和５年度取組成果、課題・今後の取組      
 

○政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●政治分

野への女

性議員の

増加の必

要性と意

義の理解

の促進 

 

くまもと県民交流館パレア男女共同参画セ

ンターが実施する県民向け啓発セミナーを

通じて、政治分野における男女共同参画の

必要性について啓発を行った。 

 

くまもと県民交流館パレア男女共同参画セ

ンター及び推進団体との連携を図りながら、

男女共同参画に関する普及啓発を行う。 

男女参画・協

働推進課 

●各種審

議会等へ

の女性委

員の登用

促進 

①県庁各課への働きかけや登用率向上に関

する協議を行った。 

各種審議会等委員への女性登用率の目標を

令和 7年度末までに 40%としており、目標達

成に向けて、更なる取組を行う。 

 

 

男女参画・協

働推進課 

②様々な分野で活動している女性人材の情

報の登録・管理を行うとともに、県庁各

課や市町村等へ情報提供を行い女性の登

用支援を行った。 

 

 

新たな人材登録を働きかけ、女性人材バンク

登録者数の増加を図る。 

男女参画・協

働推進課 

●女性行

政職員の

育成と登

用 

①県職員採用ホームページ及び採用案内パ

ンフレットに女性職員の働く様子や子育

ての体験談を掲載するほか、就職説明会

や SNS 等において、子育て支援制度や働

きやすい職場環境の紹介を行った。 

 

 

子育て支援制度や働きやすい職場環境を紹

介するとともに、県庁の仕事のやりがいや魅

力を発信する取組を継続して行う。 

人事課、人事

委員会事務

局公務員課 

 

総括 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性行

政職員の

育成と登

用 

②女性役付職員等の割合が増加した。 

（令和 6年 4月 16 日現在：知事部局） 

管理職 14.6% 

（令和 5年 4月 1 日現在：14.1%） 

役付職員 26.0% 

（令和 5年 4月 1 日現在：25.6%） 

女性職員の能力開発や意欲向上を図る取組

を推進するとともに、適材適所の配置によ

り、更なる登用や職域の拡大を図る。 

人事課 

③国、市町村、大学院等への派遣を行った。 

（令和 6年 4月 1 日現在：知事部局） 

国 1 名、他県 1 名、市町村 12 名、他 3 名 

 

 

●女性教

職員の育

成等によ

る管理職

登用 

校長会等を通して、女性管理職の積極的な

人材育成を行っており、特に教務主任や研

究主任、生徒指導主事などの職位を経験さ

せ、校務運営を組織的にとらえる視点を育

てることに努めた。その結果、県立学校で

は、女性管理職の登用率向上につながった。

また、市町村立学校においては、学校にお

ける主任・主事や教育委員会事務局などに

おける指導主事登用に加え、参加者の半数

が女性である中堅教員研修会を実施した。

管理職の業務効率化については、学校訪問

の簡素化、提出書類の精選による文書作成・

処理業務の軽減、留守番電話等の設置によ

る時間外の外部対応の縮減を行っている。 

・小学校 25.4% 

・中学校 9.3% 

・高校等 17.9% 

 

女性管理職の登用率が全国平均を下回って

いることを受け、女性教諭については、今後

も引き続き学校における主任・主事や教育委

員会事務局等の指導主事登用などを通して、

管理職への意識付けを図るよう努めるとと

もに、女性教諭の中堅教員研修会への参加を

呼びかけ、管理職としての意識高揚を図る。 

 併せて、女性教諭が管理職をめざすよう、

研修会において学校マネジメント講話等を

取り入れて更なる意識高揚を図るとともに、

文書作成・処理業務の軽減及び校務の見直し

などにより管理職の多忙感の解消などの環

境を整備しながら、女性管理職の積極的な登

用を図っていく。 

学校人事課 

●女性の

社会参画

加速化会

議や経済

団体と連

携した女

性の登用 

①企業等における女性の社会参画の加速化

を推進するため、企業・団体等が自ら具

体的目標を掲げ宣言する「女性の社会参

画加速化宣言」の募集を行い、新たに 8

企業･団体が宣言を行った。 

宣言企業・団体数（R6.3.31 現在）：147 

 

 

女性活躍の推進について事業者の理解と取

組を進めるため、関係団体等との連携や各種

媒体を活用した周知啓発活動を継続する。 

男女参画・協

働推進課 

②女性が働きやすい環境の整備や、企業に

おける意思決定の場への女性の参画の促

進のため、県内の経営者及び人事・労務

担当者等を対象に、基調講演及び県内企

業の女性活躍に関する事例発表を行っ

た。 

 

 

引き続き企業等の具体的な取組、成果の共有

や、個々の企業等の状況の把握及びそれぞれ

の課題に応じた助言、提案等を行う事業を実

施する。 

男女参画・協

働推進課 

●女性経

営参画塾

等を通じ

た女性人

材の育成 

 

将来的な役員候補である女性管理職を対象

に、経営参画に必要な知識や心構えなどの

習得を図る女性経営参画塾を実施した。 

 

役員など経営層への女性の経営参画は未だ

少ない現状にあるため、引き続き女性経営参

画塾を実施する。 

 

男女参画・協

働推進課 
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○就業や雇用分野における男女共同参画の推進 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性の

参画が少

ない業種

での活躍

促進 

①県内建設業に従事する女性により組織さ

れたくまもと建麗会が行う講演会や研修

会等に対して補助を実施し、女性同士の

ネットワークづくりを推進した（熊本県

建設産業入職支援事業費補助金）。 

  令和 4年度実績：補助額 30,000 円 

  令和 5年度実績：補助額 176,288 円 

 

建設業に従事する女性同士のネットワーク

づくりの更なる推進のため、引き続き関係団

体の支援を行っていく。 

監理課 

②熊本県運輸事業振興助成補助金等を活用

し、女性の人材確保・育成研修を実施し

たほか、トラックドライバーの確保を目

的に協会女性部会と協力し、高校に対し

出前授業を実施した。 

 

引き続き、女性の人材確保・育成研修を実施

するとともに、ドライバー確保のためハロー

ワークとの連携による就職相談会や新卒者

の採用促進に向け高校への出前講座を実施

する。 

商工政策課 

●キャリ

ア教育を

通じた女

性の多様

な分野へ

の進出 

高等学校等進路指導主事連絡協議会は書面

開催となった。各県立高等学校の進路指導

担当者に、就職に関して男女平等な選考ル

ールについて周知を行った。 

就職に関して男女平等な選考ルールを説明

するとともに、一人ひとりの生徒の能力の伸

長、適性の把握、興味・関心の喚起、進路希

望の実現に向けた進路指導に取り組む。 

高校教育課 

●経営者

層の意識

改革・採用

や公平な

チャレン

ジ機会の

付与の促

進 

①働きやすい職場づくり、企業経営者等の

意識改革事業を行い、女性の育成・登用

に関する経営者等の意識改革、誰もが働

きやすい職場づくりの機運醸成に繋げ

た。また、県民の固定的性別役割分担意

識など、アンコンシャス・バイアスの解

消と意識改革にも繋がった。 

 

 

女性の社会参画加速化宣言の周知及び実施

の働きかけ、経営者の意識改革や女性のスキ

ルアップに向けた事業等の実施について、加

速化会議構成団体と連携して取り組んでい

く。 

男女参画・協

働推進課 

②企業等における女性の社会参画の加速化

を推進するため、企業・団体等が自ら具

体的目標を掲げ宣言する「女性の社会参

画加速化宣言」の募集を行い、新たに 8

の企業･団体が宣言を行った。 

宣言企業・団体数（R6.3.31 現在）：147 

 

女性活躍の推進について事業者の理解と取

組を進めるため、関係団体等との連携や各種

媒体を活用した周知啓発活動を継続する。 

男女参画・協

働推進課 

③男女共同参画社会の形成に関する意識づ

くりや女性活躍の推進を図る職場や地域

での勉強会等に対するアドバイザー派遣

を実施した。 

 

女性の活躍を推進する市町村、事業者、団体、

ＮＰＯ、大学等に対し、専門的な知識や経験

を有するアドバイザーを派遣することで、男

女共同参画についての理解促進を図る。 

男女参画・協

働推進課 

●企業等

への一般

事業主行

動計画策

定義務の

周知及び

支援等 

 

①産学官の多様なメンバーによる「女性の

社会参画加速化会議」の構成団体を通じ

た一般事業主行動計画策定に関する情報

提供を行った。 

「女性の社会参画加速化会議」を通じて、引

き続き情報提供やアドバイスを行っていく。 

男女参画・協

働推進課 

②企業等における女性の社会参画の加速化

を推進するため、企業・団体等が自ら具

体的目標を掲げ宣言する「女性の社会参

画加速化宣言」の募集を行い、新たに 8

の企業･団体が宣言を行った。 

宣言企業・団体数（R6.3.31 現在）：147 

 

女性活躍の推進について事業者の理解と取

組を進めるため、関係団体等との連携や各種

媒体を活用した周知啓発活動を継続する。 

男女参画・協

働推進課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性の

能力開発

の支援 

女性の能力活用に取り組む企業等を支援す

るため、キャリアアップ等を目的としたセ

ミナーを実施する企業へアドバイザーを派

遣した。また、女性社員がキャリアを意識

し、一貫して挑戦意欲を高めるために、初

任～中堅、管理職候補向けのセミナーを実

施した。 

 

 

引き続き、アドバイザー派遣やセミナーを実

施する。 

 

男女参画・協

働推進課 

 

●働く女

性のネッ

トワーク

づくりの

支援 

 

 

女性経営参画塾修了生（188 人）によるネ

ットワーク（KUMADONNA）の活動支援を行っ

た。 

会則の制定等活動体制も整備されており、引

き続き安定した活動が行えるよう支援を行

う。 

 

男女参画・協

働推進課 

●職場に

おけるハ

ラスメン

ト等の防

止に向け

た体制整

備 

①出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431

名）。また、講師派遣事業の認知度を高

めるため、県内企業にチラシ等を配布

し、周知活動を行った。 

国の働き方改革の施策について、各関

係機関へ HP の公開及びチラシ等の配布

により周知を行った。 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づくり

のために、雇用管理の改善に取り組もうとす

る中小企業に対して、働きやすい職場づくり

応援セミナー(旧：出前勤労者セミナー)の中

で、企業等へ講師（社会保険労務士等）を派

遣し、働き方の見直しや就業規則等の改正な

ど、雇用管理等も含めた専門的な支援を行

う。 

労働雇用創

生課 

②男女共同参画相談室らいふにおける「セ

クハラ・ストーカー」に関する相談件

数：7件 

 

 

引き続き相談事業を実施する。 男女参画・協

働推進課 

③くまジョブ（県：しごと相談・支援セン

ター）において、労働相談及び各種制度

の周知や相談窓口の情報提供を実施し

た。(相談件数：1,251 件） 

 

 

引き続き、しごと相談支援センターにおい

て、社会保険労務士による労働相談及び各種

制度の周知を実施していく。 

労働雇用創

生課 

④県人権センターにおいて人権に関する相

談を受け付け、必要に応じて相談者に対

する助言、専門的相談窓口の紹介、関係

機関への引継ぎを行った（人権相談受付

計 178 件）。 

 

 

引き続き、県人権センターにおいて人権に関

する相談を受け付け、必要に応じて相談者に

対する助言、専門的相談窓口の紹介、関係機

関への引継ぎを行う。 

人権同和政

策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

49 
 

○仕事と生活の調和（両立）のための多様で柔軟な働き方の支援 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●多様で

柔軟な働

き方の支

援 

①国と県が一体的に女性等の就労支援等に

取り組む「くまジョブ（県：しごと相

談・支援センターや国：マザーズハロー

ワーク熊本）」やジョブカフェくまも

と、県内各地域振興局にある「ジョブカ

フェ・ブランチ（地域無料就労相談窓

口）」等が連携し、県内一円で就労支援

に継続して取り組んだ。 

 

 

 

今後も、くまジョブやジョブカフェくまも

と、ジョブカフェ・ブランチ等が連携し、県

内一円で就労支援に取り組んでいく。 

労働雇用創

生課 

②出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431

名）。また、講師派遣事業の認知度を高

めるため、県内企業にチラシ等を配布

し、周知活動を行った。 

 

国の働き方改革の施策について、各関

係機関へ HP の公開及びチラシ等の配布

により周知を行った。 

 

九州・山口働き方改革推進プロジェク

トの中で、企業における好事例等をま

とめたものを、ホームページ上にアッ

プし WLB（ワーク・ライフ・バランス）

の促進と見える化を図った。 

 

テレワーク等多様な働き方相談窓口を

設置し、個人・企業向けのテレワーク

に係る相談支援を実施した（相談件

数：16件）。また、コワーキング等の体

験会の実施や、県内でテレワークを取

り入れている企業を紹介する電子ブッ

クの作成等により、県内のテレワーク

等多様な働き方の普及・定着を図った

（コワーキング体験会１回(同日 3ヵ

所)、ワーケーション体験会２回）。 

 

 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づくり

のために、雇用管理の改善に取り組もうとす

る中小企業に対して、働きやすい職場づくり

応援セミナー(旧：出前勤労者セミナー)の中

で、企業等へ講師（社会保険労務士等）を派

遣し、働き方の見直しや就業規則等の改正な

ど、雇用管理等も含めた専門的な支援を行

う。 

労働雇用創

生課 

③男女共同参画推進事業者表彰（5事業

所）を行った。 

 

 

引き続き男女共同参画推進事業者表彰を行

い、優れた取組の普及を図る。 

男女参画・協

働推進課 

④ブライト企業認定制度を通じ、企業に対

し多様な働き方の促進を図った。 

（R5 年度認定：新規 55社、更新 58 社

（プラチナブライト企業 1社を含む）） 

 

 

 

引き続き、ブライト企業認定を行い、認定企

業の優れた取組を広く周知することで、県内

企業の労働環境の向上や若者の県内就職を

促進する。 

労働雇用創

生課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●男性の

家事・育児

への参画、

介護休業・ 

休暇の取

得促進 

①くまもと子育て応援プロジェクトを対面

及び YouTube でのオンライン配信による

ハイブリッド形式で開催し、3 月末まで

アーカイブ配信を行った。 

 

各市町村へパパ手帳を 12,500 部、孫手

帳を 12,300 部配布し、社会全体で子育

てを支えていく意識の啓発を図った。 

  

くまもと子育て応援の店の募集、登録の

推進を図った（累計登録数 3,530 店）。 

 

子育てを応援するイベント（仮称：くまもと

子育て応援プロジェクト）を対面及びオンラ

イン配信のハイブリッド形式で開催する。 

 

パパ手帳の増刷、配布を行う。 

 

くまもと子育て応援の店の周知、募集、ホー

ムページの充実を図る。 

子ども未来

課 

②出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431

名）。また、講師派遣事業の認知度を高

めるため、県内企業にチラシ等を配布

し、周知活動を行った。 

 

九州・山口働き方改革推進プロジェク

トの中で、企業における好事例等をま

とめたものを、ホームページ上にアッ

プし WLB（ワーク・ライフ・バランス）

の促進と見える化を図った。 

 

テレワーク等多様な働き方相談窓口を

設置し、個人・企業向けのテレワーク

に係る相談支援を実施した（相談件

数：16件）。また、コワーキング等の体

験会の実施や、県内でテレワークを取

り入れている企業を紹介する電子ブッ

クの作成等により、県内のテレワーク

等多様な働き方の普及・定着を図った

（コワーキング体験会１回(同日 3ヵ

所)、ワーケーション体験会２回）。 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づくり

のために、雇用管理の改善に取り組もうとす

る中小企業に対して、働きやすい職場づくり

応援セミナー(旧：出前勤労者セミナー)の中

で、企業等へ講師（社会保険労務士等）を派

遣し、働き方の見直しや就業規則等の改正な

ど、雇用管理等も含めた専門的な支援を行

う。 

労働雇用創

生課 

③男性職員の育児休業取得率 58.7％（知

事部局等） 

男性職員の育児関連休暇取得率 

94.3％（知事部局等） 

今後も、職員のライフスタイルに合わせて、

職員が希望する制度を利用できるよう、育児

関連制度の周知や所属への呼びかけを行う

とともに、気運の醸成及び代替職員の確保に

努める。 

 

人事課 

④よかボス企業登録事業所数：1,042 事業

所（令和 6年 3月末） 

「よかボス企業」をさらに増やすとともに、

登録企業に取組みの深化を求めることで、従

業員の労働環境や処遇の向上、職場風土・意

識の改革を進める。 

 

 

子ども未来

課 

⑤ブライト企業認定制度を通じ、企業に対

し環境整備の促進を図った。 

（R5 年度認定：新規 55社、更新 58 社

（プラチナブライト企業 1 社を含む）） 

引き続き、ブライト企業認定を行い、認定企

業の優れた取組を広く周知することで、県内

企業の労働環境の向上や若者の県内就職を

促進する。 

 

 

労働雇用創

生課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●男性の

家事・育児

への参画、

介護休業・ 

休暇の取

得促進 

⑥男性教職員の育児に関する休暇・休業取

得促進プログラム「ハッピーシェアウィ

ークス」の取組みにより、男性教職員が

当たり前に育児に関する休暇・休業を取

得することができる育休文化の定着と、

全ての職員が「働きがい」と「働きやす

さ」を実感できる職場環境づくりを推進

した。 

 

 

近年、教員不足の問題が深刻化しており、育

児休業等の代替者の確保が厳しい状況にあ

るため、退職教員の任用や免許所有者の積極

的な任用など引き続き人材確保に努めてい

く。 

学校人事課 

⑦男女共同参画推進事業者表彰（5事業

所）を行った。 

 

 

引き続き男女共同参画推進事業者表彰を行

い、優れた取組の普及を図る。 

男女参画・協

働推進課 

●女性の

活躍促進

のための

多様で新

しい働き

方の支援 

①出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431 名）。

また、講師派遣事業の認知度を高めるた

め、県内企業にチラシ等を配布し、周知

活動を行った。 

 

九州・山口働き方改革推進プロジェクト

の中で、企業における好事例等をまとめ

たものを、ホームページ上にアップし

WLB（ワーク・ライフ・バランス）の促進

と見える化を図った。 

 

テレワーク等多様な働き方相談窓口を

設置し、個人・企業向けのテレワークに

係る相談支援を実施した（相談件数：16

件）。また、コワーキング等の体験会の実

施や、県内でテレワークを取り入れてい

る企業を紹介する電子ブックの作成等

により、県内のテレワーク等多様な働き

方の普及・定着を図った（コワーキング

体験会１回(同日 3 ヵ所)、ワーケーショ

ン体験会２回）。 

 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づくり

のために、雇用管理の改善に取り組もうとす

る中小企業に対して、働きやすい職場づくり

応援セミナー(旧：出前勤労者セミナー)の中

で、企業等へ講師（社会保険労務士等）を派

遣し、働き方の見直しや就業規則等の改正な

ど、雇用管理等も含めた専門的な支援を行

う。 

労働雇用創

生課 

②ブライト企業認定制度を通じ、企業に対

し多様な働き方の促進を図った。 

（R5 年度認定：新規 55社、更新 58 社

（プラチナブライト企業 1 社を含む）） 

 

引き続き、ブライト企業認定を行い、認定企

業の優れた取組を広く周知することで、県内

企業の労働環境の向上や若者の県内就職を

促進する。 

 

労働雇用創

生課 
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○農林水産業における男女共同参画の推進 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●農林水

産業にお

ける意思

決定への

女性の参

画拡大 

①（一社）熊本県農業会議やくまもと農業

委員会女性委員の会を通じ、女性委員組

織やＪＡ女性部など関係団体に対し、女

性農業委員への積極的な推薦を働きかけ

た。また、本県で開催された九州沖縄ブ

ロック農業委員会女性委員研修会で女性

登用に向け意見交換を行った。 

 

引き続き各農業委員会に対し、積極的な女性

登用を働きかけるとともに、（一社）熊本県農

業会議やくまもと農業委員会女性委員の会

を通じ、女性農業委員への積極的な推薦を働

きかける。特に令和 6年 4～7 月に 8委員会、

令和 7 年 3 月に 10 委員会において、委員の

改選が行われるため、女性委員の確保・拡大

に取組みを行う。 

 

担い手支援

課 

②全ての農協、漁協、森林組合に対してヒ

アリングや巡回指導の機会を利用して、

女性参画の必要性について啓発を図っ

た。特に次年度に理事の改選がある農協、

漁協、森林組合には、理事への選任等を

働きかけるよう促した。 

農林漁業団体における女性役員の登用につ

いては、選任や選挙等制度上の要件もあるこ

とから一気に目標達成することは難しい。特

に森林組合においては、森林所有者が組合員

となるため、女性組合員の割合が低いことか

ら、女性役員の登用は低い状況にある。この

ため、役員研修等を通じて意識啓発及び組合

員以外からの理事登用の推進に取り組む。 

団体支援課 

●経営へ

の女性の

主体的な

参画、起業

化の推進 

 

①農業女性アドバイザーや共同申請推進員

による家族経営協定推進活動を支援し

た。 

 女性農業経営者の就農年数に合わせた研

修会を実施し、経営の課題解決や経営発

展を支援した。 

 

農業女性アドバイザーや共同申請推進員に

よる家族経営協定推進活動を支援する。 

女性農業経営者の就農年数に合わせた研修

会を実施し、経営の課題解決や経営発展を支

援する。 

 

担い手支援

課 

②制度資金活用に伴う経営改善相談への夫 

 婦での参加について、漁協等を通じて漁 

 業者へ周知。令和 5 年度は、制度資金の 

相談に夫婦で参加された（1件中 1件）。 

今後も周知を行い、経営改善相談等に夫婦が

同席することにより、夫婦による健全な漁家

経営が可能となるよう指導を行う。 

また、安定した漁家経営や漁村地域の活性化

に向けた取組を推進するため、漁協女性部が

6 次産業化等に意欲的に取り組めるよう、情

報提供や活動支援等を行う。 

 

 

水産振興課 

③女性が地域のリーダーや経営者となって

活躍していることから、協同農業普及事

業における普及指導協力委員への女性の

委嘱を推進し、登録人数は 126 名となっ

た。 

 

広域本部（地域振興局）農業普及・振興課を

通じて市町村に対し女性の普及指導協力委

員の積極的な推薦を依頼し、女性の委嘱を推

進する。 

農業技術課 

④女性林業担い手研修会を実施した（出席

者 28 人）。 

林研センターだより No.94」にて女性担

い手活動を紹介した。 

 

今後も、地域のリーダーとなるような人材の

育成、グループ活動等を通じた経済的自立支

援等につながるような研修を継続していく。 

林業振興課 
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○地域社会における男女共同参画の推進 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

 担当課 

●地域の

女性リー

ダーの活

躍 

①地域において様々な分野で活動している

女性人材の情報の登録・管理を行うとと

もに、市町村へ情報提供し女性の登用支

援を行った。また、県内市町村、推進員

を対象に地域の女性活躍推進に関する勉

強会や研修を行った。 

 

 

新たな人材へ登録を働きかけ、女性人材バン

クの登録者数の増加を図る。 

また、各種会議や地域連絡等で情報提供を行

い、市町村における女性登用を促進する。 

男女参画・協

働推進課 

 

②PTA リーダー研修において、PTA 活動にお

ける男女共同参画の必要について啓発を

行った。（出席者 29 名） 

 

 

PTA が参加する研修会等で、男女共同参画の

必要性について、今後も啓発を継続してい

く。 

社会教育課 

●男女共

同参画や

地域づく

りのリー

ダー育成 

①各地域ブロックの自主的な取組強化や自

立した運営のため、女性を含む各地域の

リーダー等で構成される会議を開催し

た。（総会 1 回、役員会 2 回） 

 

地域づくり団体に専門的知見を有した

プロデューサー人材を派遣し、人材育成

や資金調達、担い手確保等の課題に対す

る助言を実施した。（4 団体を支援） 

 

 

活発な地域づくり活動の実現のため、女性の

参画拡大や若手の人材育成を促進する。 

地域振興課 

②男女共同参画社会づくりを進めるため、

地域ネットワークの核となる「熊本県男

女共同参画推進員（32 名）」を対象とし

た研修会（3月）を行った。 

 

 

男女共同参画社会づくりにおいて、引き続

き、地域リーダーとなる人材・育成につなが

っていくよう、研修内容の充実を図る。また、

新たな熊本県男女共同参画推進員への登用

を働きかける。 

男女参画･協

働推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

54 
 

 

２ 男女共同参画の視点からの安全・安心な暮らしの実現 

 
  

セクシュアル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレンス（以下：「ＤＶ」という。）、ストー

カー行為、性犯罪など女性に対する暴力や人権侵害の根絶に向け、県民に対する啓発を行うととも

に、被害者からの相談対応、一時保護、自立支援等の充実に努めている。 

 県内の主な相談窓口におけるＤＶ相談件数は 4,456 件となり、昨年より 353 件減少した。 

ＤＶや性暴力等の被害者も加害者も出さないようにするため、県内各地域における相談窓口の周

知を徹底するとともに、適切な対応ができるよう、関係機関の一層の連携強化が求められる。 

令和 5 年(2023 年)4 月時点の消防団員における女性の割合は 3.6%と低い状況にあることから、

地域防災への女性の参画を一層促進していく必要がある。 

 
 
 
令和 5 年度取組成果、課題・今後の取組      
 
○女性に対するあらゆる暴力の根絶 
具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性に

対する暴

力への対

応 

①事案の危険性・切迫性を正確に評価する

とともに、被害者の保護対策、加害者に

対する指導・警告及び検挙等の措置を迅

速かつ的確に実施したほか、ストーカー

加害者に対する精神医学的・心理学的ア

プローチを推進した。 

警察本部と警察署が緊密に連携し、事案の認

知段階から危険性・切迫性を正確に評価し、

被害者の保護対策、加害者に対する指導・警

告及び検挙等の措置を迅速かつ的確に実施

するほか、ストーカー加害者に対する精神医

学的・心理学的アプローチを推進し、被害者 

の安全を確保する。 

 

警察本部人

身安全対策

課 

②DV 未然防止教育講演を県内高等学校等

24校で実施し、3,273 人の生徒が受講し

た。 

教職員に対する DV 未然防止教育講演会

（3回・56人）を実施した。 

高等学校等における DV 未然防止教育講演実

施校の割合 100％をめざし、未実施校へは実

施の働きかけを行っていく。また、中学校に

おいても全地域振興局単位での実施に取り

組む。 

 

子ども家庭

福祉課 

●被害者

への支援 

 

 

 

 

 

 

①女性相談センター相談件数：2,695 件 引き続き相談窓口の周知や研修の充実を図

る。 

 

子ども家庭

福祉課 

②男女共同参画相談室らいふにおける DV

に関する相談件数：17 件 

引き続き相談事業を実施する。 男女参画・協

働推進課 

 

③くまもと被害者支援センターにおいて電

話・メール相談への 24 時間対応、病院付

添い等の直接的支援活動、弁護士や臨床

心理士と連携した専門相談など、性暴力

被害者のニーズに応じた各種支援を実施

した（相談件数：1,501 件、直接的支援活

動：2 9 3 件、専門相談：5 9 件）。 

あらゆる機会を捉えた効果的な広報活動を

展開し、「ゆあさいどくまもと」の更なる周知

を図る。また、ワンストップ支援事業の協力

病院の拡充や児童相談所、女性センター等の

関係機関との連携により、性犯罪被害の潜在

化を防ぎ、性犯罪被害者が必要な支援を受け

られる体制を整備拡充する。 

 

 

警察本部広

報県民課 

④性被害相談電話について県民へ周知する

とともに、相談者のニーズに応じたきめ

細やかな対応により、性犯罪被害者等の

精神的負担の軽減を図った。 

 

性被害相談電話について、引き続き県警ホー

ムページなどを活用し、更なる周知を図る。

また、相談者のニーズに即したきめ細やかな

対応を行うことにより、性犯罪被害者等の精

神的負担の軽減を図る。 

警察本部捜

査第一課 

 

 

 

総括 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●被害者

への支援 

⑤各警察署の被害者支援要員に対し、カウ

ンセリング費用をはじめとする公費負担

制度など、各種犯罪被害者等支援制度に

関する指導・教養を実施するとともに、

公費支出や犯罪被害者等早期援助団体に

対する情報提供などの各種制度の積極的

な運用により、性犯罪被害者等の精神

的・経済的負担の軽減を図った。 

 

 

性犯罪被害者等の支援に従事する職員に対

し、公費負担制度に関する指導・教養を継続

する。また、性犯罪被害者に対する公費負担

制度についての適切な説明や公費支出を行

うことで、性犯罪被害者の精神的・経済的負

担の軽減を図る。 

 

警察本部広

報県民課 

⑥性犯罪捜査用ダミー人形 4 体を新たに警

察署等に整備した。また、被害者に係る

代替服の整備・提供により、被害者等の

精神的・経済的負担の軽減を図った。 

捜査過程における二次的被害防止のため、性

犯罪捜査用ダミー人形や代替服の更なる整

備・提供を推進する。また、希望する性別の

警察官による事情聴取を実施することによ

り、性犯罪被害者の精神的・経済的負担の軽

減を図る。 

 

警察本部捜

査第一課 

⑦女性一時保護所入所人数：36 件。 

 民間シェルターを運営する 2 団体に一時

保護事業費の一部を補助した。 

 

引き続き DV 被害者等への安心安全な生活環

境の提供を図る。 

 

子ども家庭

福祉課 

⑧県営住宅抽選倍率優遇措置の実施：1件 

県営住宅目的外一時入居：3件 

 

 

今後も、DV 被害者の居住の安定による自立

支援を図るため、引き続き事業を実施す

る。 

住宅課 

⑨DV 被害者グループミーティング 

  参加：0 件（実数 0人） 

DV 被害者カウンセリング 

  来所相談：4件（実数 7人） 

  電話相談：30 件 

DV 加害者カウンセリング 

  来所相談：0件（実数 0人） 

  電話相談：10 件 

 

 

DV 被害者グループミーティングは H28 年度

後半より参加者が減少したことに伴い、H29

年度より研修の場での広報・周知を行ってい

る。その結果、新たな参加者は増加傾向にあ

ったが、R2 年度以降、コロナ禍の影響もあり、

減少。引き続き、周知に努める。 

また、DV 被害者支援の一環としての加害者対

策という位置づけで、加害者からの相談に応

じたカウンセリングも引き続き実施する。 

 

子ども家庭

福祉課(精神

保健福祉セ

ンター） 

⑩児童家庭支援センター事業 相談件数：

10,860 件 

児童相談所業務 相談件数：2,739 件 

子ども・若者総合相談センター 相談

件数：1,201 件 

 

 

引き続き相談窓口の周知や支援の充実を図

る。 

子ども家庭

福祉課 

●支援体

制の充

実・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

①令和 5年 5月 31 日に DV 対策関係機関会

議を開催。 

関係機関の DV 対策に係る取組状況等を

とりまとめ、情報共有や意見交換を行っ

た。 

また、各地域振興局においてネットワー

ク会議を開催、参画し、各地域における

DV の現状や関係者の意見交換等を行っ

た。 

 

会議等を通じて引き続き関係者間で情報共

有や意見交換を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

子ども家庭

福祉課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●支援体

制の充実・

強化 

②新たに指定した性犯罪指定捜査員のほ

か、捜査幹部を含めた事件捜査に従事す

る警察官に対し、性犯罪被害者の心情に

配意した対応要領等の教養を実施するな

ど、性犯罪被害者の対応に当たる捜査員

の実務能力の向上を図った。 

 

 

引き続き、各種教養を推進し、性犯罪被害者

からの事情聴取に当たる捜査員の育成・実務

能力の向上を図る。 

警察本部捜

査第一課 

③熊本県女性相談業務初任者研修会をオン

ライン形式で実施し、女性相談業務に携

わる職員等のスキルアップを図った。 

 

 

増加し複雑化する女性相談に対応するた

め、継続して業務に携わる職員等のスキル

アップを図る。 

子ども家庭

福祉課 

④相談員を対象とした研修会の開催や、他

部局等で開催される相談員等の支援者向

け研修会に参加することで、業務に携わ

る職員のスキルアップを図った。 

 

 

引き続き相談員を対象とした研修会の開催

や、各種関連研修に相談員を派遣することで、

業務に携わる職員のスキルアップを図る。 

男女参画・協

働推進課 

 

●ハラス

メントを

許さない

社会づく

り 

①「男女共同参画週間」に合わせて、ショ

ッピングモールにおいて街頭キャンペー

ンを実施した。パネル展示、啓発グッ

ズ、チラシ配布等で周知・啓発を行っ

た。 

 

関係部署、市町村等と連携し普及啓発を行 

う。 

男女参画・協

働推進課 

②人権啓発 Web 講座を開講。「ハラスメン

ト」「女性の人権」をテーマとした講座を

新たに追加し、周知と活用を呼びかけた

（視聴回数：ハラスメント 506 回、女性 

の人権 429 回）。 

県登録講師を団体や企業、学校等へ 12

回派遣し、ハラスメント防止をテーマ

にした研修や学習を支援した（延べ 545

名参加）。 

 

引き続き、対象者の年代や特性に応じたテー

マ、講師、手法等による意識啓発を行う。 

 

人権同和政

策課 

③出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431 名）。

また、講師派遣事業の認知度を高めるた

め、県内企業にチラシ等を配布し、周知

活動を行った。 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づく

りのために、雇用管理の改善に取り組もう

とする中小企業に対して、働きやすい職場

づくり応援セミナー(旧：出前勤労者セミナ

ー)の中で、企業等へ講師（社会保険労務士

等）を派遣し、働き方の見直しや就業規則

等の改正など、雇用管理等も含めた専門的

な支援を行う。 

労働雇用創

生課 

④くまジョブ（県：しごと相談・支援セン

ター）において、労働相談及び各種制度

の周知や相談窓口の情報提供を実施し

た。(相談件数：1,251 件） 

引き続き、しごと相談支援センターにおい

て、社会保険労務士による労働相談及び各

種制度の周知を実施していく。 

労働雇用創

生課 

⑤ハラスメント相談員（内部・外部）を設

置した。内部相談員向けの研修を実施す

るとともに、全職員向けに自主学習方式

による研修を実施した。 

 

 

県庁におけるハラスメントの防止のため、職

員に対するハラスメント研修の実施や相談

体制を引き続き整備する。 

 

人事課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●ハラス

メントを

許さない

社会づく

り 

⑥特定社会保険労務士に委嘱し、セクシュ

アル・ハラスメント及びパワー・ハラス

メント外部相談員を設置した。管理職を

対象とした研修会等において、セクシュ

アル・ハラスメント及びパワー・ハラス

メント防止について、演習を通じて理解

を促す取組を実施した。 

外部相談員が設置されていることを広く周

知し、積極的な活用を呼びかける必要があ

る。セクシュアル・ハラスメント及びパワー・

ハラスメントの防止については、研修等を通

して教職員一人ひとりが自らの言動につい

て振り返るような意識づけを行うとともに、

相談体制についても引き続き周知していく。

また、令和６年度から学校にいる「内部相談

員」全員に相談対応の研修（オンデマンド）

を行うこととした。 

 

学校人事課 

⑦ハラスメント相談窓口の周知、採用後間

もない職員や中堅幹部等に対する教養及

び全職員向けの動画配信による教養を実

施し、ハラスメントに関する意識啓発を

行った。 

 

ハラスメント相談窓口についての周知やハ

ラスメント防止対策の重要性に関する教養

を推進し、良好な勤務環境を維持する。 

 

警察本部警

務課 

 
○生涯を通じた女性等の暮らしや健康への支援 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●ひとり

親家庭へ

の支援 

①ひとり親家庭等相談事業における相談件

数：3,892 件。 

母子家庭等就業・自立支援センター事業

における相談件数：104 件（延べ）。 

母子父子寡婦福祉資金貸付金における

貸付実績：81,773 千円。 

 

ひとり親家庭の安定した生活の実現に向け、

県で実施している各種事業の周知強化や拡

充等を図るなど、さらに取組を進める必要が

ある。 

子ども家庭

福祉課 

②ひとり親家庭等に係る医療費の助成件

数：99,605 件（延べ）。 

 

制度の利用促進に向け、更なる周知・広報を

図る。 

子ども家庭

福祉課 

③令和 5 年度 28 名が経済的な自立を目指

し、高等職業訓練促進給付金制度を利用

して看護師などの対象資格取得のため、

養成機関を受講。 

高等職業訓練促進資金貸付事業におい

ては、就職準備金 12 名、入学準備金 11

名、住宅支援資金 33 名が利用。 

 

制度の利用促進に向け、更なる周知・広報を

図る。 

子ども家庭

福祉課 

④ひとり親家庭等を対象にした「地域の学

習教室」の開所数・利用する子どもの数：

199 教室・1,202 人。 

最寄りの地域で、できるだけ多くの子どもた

ちが「地域の学習教室」を利用できるよう、

教室未設置の 11 町村を中心に取組の普及・

拡大を図る。 

 

子ども家庭

福祉課 

●経済的

な理由に

よる貧困

家庭への

支援 

①県内全ての市町村に自立相談支援窓口が

設置されており、3,873 件の新規相談を

受け、ニーズに応じ支援プランを策定の

うえ、各事業による個別支援により自立

を促進した。 

 

制度の周知を行うとともに、関係機関（福祉、

就労、教育、税務、住宅等）が生活困窮の端

緒となる事象を把握した場合に、自立相談支

援機関に確実につなげていけるよう、連携の

強化に取り組む。 

社会福祉課 

②生活保護、生活困窮世帯の子どもの問題

を早期に把握し、進学、保護者等への生

活習慣、不登校等への支援を学習塾形式

及び SNS で行い、326 人が利用した。 

 

学習支援に加え、子どもの生活環境・育成

環境の改善、高校生世代の中退防止や就労

（進路選択）に関する支援を強化する。 

社会福祉課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●高齢者

の自立及

び介護等

への支援 

①在宅の要介護高齢者等の自立の維持や介

護者の負担の軽減を図るために行う住宅

改造に要する費用を助成する高齢者住宅

改造助成事業を以下のとおり実施した。 

住宅改造実施件数：49 件 

 

市町村や対象となる要介護高齢者だけでな

く、様々な機会を捉えて家族や介護支援専門

員等への制度の周知を引き続き行う。 

 

認知症施策 

・地域ケア

推進課 

②高齢者が健康で生きがいをもって暮らす

ことのできる明るい長寿社会の実現をめ

ざして、（一財）熊本さわやか長寿財団が

行う以下の事業に対する助成を行った。 

 

・さわやか大学校の開校 

（熊本校 78 人、八代校 20 人） 

・シルバースポーツ大会 

（17 種目 1,360 人参加） 

・囲碁将棋大会、作品展 

（170 人参加、作品展 305 点） 

 

高齢者の活動の場や機会を創出し、意欲を生

かす場を提供することによって、生きがい・

健康づくりや社会参加活動を推進する。 

高齢者支援

課 

③（一財）熊本さわやか長寿財団が行う各

地の高齢者無料職業紹介所で、高齢者の

就労支援を実施した（R5 年度就職者

数：278 人）。 

 

少子高齢化の進展等、労働力として高齢者を

どのように雇用していくのかという観点が

今後重要となることから、これまで福祉的視

点で実施してきた当該事業は、令和６年度か

ら労働部門における就労相談事業（ジョブカ

フェブランチ）へ統合する。 

 

 

高齢者支援

課 

④高齢者の身体機能等の向上を図るための

取組みの一環として、フレイル予防の啓

発パンフレットの作成を行った。また、

介護予防事業の充実を図るために、フレ

イル状態の高齢者が利用することで運動

機能の回復が期待できる「短期集中予防

サービス（サービス C）」や、リハビリ

テーション専門職等が通いの場や地域ケ

ア会議等に関与する「地域リハビリテー

ション活動」についての動画を作成し、

YouTube 掲載や市町村や地域包括支援セ

ンターへ DVD を配布した。 

 

 

介護予防事業の充実を図り、高齢者の誰もが

より長く元気で活動できるよう、引き続き介

護予防やフレイル対策の普及啓発に取組む。 

併せて、より効果的な通いの場の継続を行っ

ていくためにリハビリテーション専門職の

協力や活動を積極的に進めていく。 

リハビリテーション専門職を対象に地域ケ

ア会議等で活動する人材の養成を行う。 

認知症施策 

・地域ケア

推進課 

⑤認知症高齢者グループホーム 27 床整備。 

小規模多機能型居宅介護事業所 27 床整

備。 

特別養護老人ホーム 20 床改築整備。    

※繰越分を含む 

第 9 期熊本県介護保険事業支援計画（令和 6

年度～令和 8年度）に基づく施設整備を着実

に進めていく。 

特別養護老人ホーム等の老朽化に伴う改築

工事により個室・ユニット化を図る。 

 

 

高齢者支援

課 

●みんな

が安心し

て暮らせ

る環境整

備 

①33 市町村で地域活動支援センター機能

強化事業を実施した。 

（減少した分については、別事業で実施）  

 

地域活動支援センター機能強化事業、相談支

援事業の実施主体は市町村であるため、引き

続き市町村において事業が継続されるよう

支援を行う必要がある。 

障がい者支

援課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●みんな

が安心し

て暮らせ

る環境整

備 

②熊本県外国人サポートセンター（令和元

年（2019 年）9月 2日開設）で、外国人

が地域で安心して暮らせるように多言語

（22 言語）での生活相談を行った。（令

和 5 年度相談件数：705 件） 

引き続きサポートセンターの周知を図ると

ともに、相談会や SNS 等を活用するなど相談

体制の充実を図っていく。加えて社会情勢等

を捉え、在留外国人に有用と思われる情報の

発信を積極的に行う。 

 

観光国際政

策課 

③市町村が行う健康診査、健康教育、健康

相談等の健康増進事業に対し一部補助を

行い、県民の健康増進を図った。 

 県民の生活習慣を改善し健康寿命を伸ば

すことを目的に、YouTube 動画の配信、

イベントの開催等により、適度な運動、

適切な食生活、健診やがん検診の受診な

どについての普及啓発を行った。 

 

引き続き市町村の取組みを支援するととも

に、様々な広報媒体を活用して、運動、食事、

健診受診等に関する普及啓発を行う。 

健康づくり

推進課 

④全ての方が安全で安心して暮らせる地域

社会の実現のため、犯罪の起きにくいま

ちづくりに顕著な貢献をされた防犯関係

団体の表彰や「くまもと安全安心まちづ

くり県民大会」を実施した。 

 

防犯意識や自主防犯活動の高まりにより、県

内の刑法犯認知件数は減少傾向であったが、

令和５年は増加に転じた。女性被害者の認知

件数についても令和５年は増加した。各種広

報啓発等により県民への意識啓発を継続し

ていく。 

 

くらしの安

全推進課 

⑤事件・事故の発生をはじめとした安全・

安心に関する情報について、ゆっぴー安

心メール、地域安全ニュース等により、

積極的かつタイムリーに発信した。 

 

引き続き、ゆっぴー安心メール等を活用し、

安全・安心に関する情報を積極的かつタイム

リーに発信していく。 

警察本部生

活安全企画

課 

⑥令和５年中、福祉犯事件 80 件 50 人を検

挙した。また、SNS 上の不適切な書き込

みに対する注意喚起メッセージの送信

や、県警公式 YouTube チャンネルを活用

した啓発動画の配信等により福祉犯被害

対策を推進した。 

 

引き続き、福祉犯事件の取締りを徹底すると

ともに、サイバーパトロール等を活用した

SNS 上の不適切な書き込みに対する注意喚

起、教育機関等と連携した広報啓発活動等を

実施し、福祉犯被害対策を推進する。 

 

警察本部生

活安全企画

課 

⑦性的指向・性自認に関する人権に係る県

職員研修会を実施した。 

熊本県人権教育・啓発推進本部幹事会に

おいて講演会を実施した。 

県の申請書等における性別記載欄の見

直しについては、見直しがおおむね完了

したとして調査を終了した。 

人権情報誌「コッコロ通信」において性

的指向・性自認に関する記事の掲載やパ

ネル展において、性的指向・性自認に関

する啓発を実施した。 

「性的指向・性自認に関する人権」をテ

ーマとした人権啓発Ｗｅｂ講座を２本

開講し、講座の周知を行った（視聴回数

1,289 回）。 

県登録講師を団体や企業、学校等へ１６

回派遣し、性的指向・性自認をテーマに

した研修や学習を支援した（延べ 3,916

名参加）。 

 

 

「性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関

する法律」と、同法の中において、国が策定

するとされた基本計画の内容を見極めつつ、

性の多様性の正しい理解を深めるため、県民

への啓発や研修に取り組む。 

人権同和政

策課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●ライフ

ステージ

に応じた

健康支援 

①男女共同参画相談室らいふにおける「こ

ころとからだ」に関する相談件数：39 

件。 

 

継続して相談事業を実施する。 男女参画・協

働推進課 

 

②ホームページやチラシ配布、子育て情報

誌、YouTube 等の SNS など様々な媒体で

のがん検診受診啓発を実施。また、市町

村が効果的な施策へつなげられるようが

ん検診の分析・評価支援等を実施し、受

診率向上を図った。また、がん連携サポ

ートセンターを継続設置し、各拠点病院

のがん相談支援センターの活動支援を行

った。 

 

がんの早期発見のために、今後も継続的に若

い女性や働く世代など、受診率の低い世代に

訴求するがん検診受診に関する普及啓発や

市町村への支援を行い、受診率の向上を図る

とともに、がん連携サポートセンターを継続

設置し、各拠点病院のがん相談支援センター

の活動支援を行う。 

健康づくり

推進課 

③HIV 検査普及週間･世界エイズデーにあ

わせたポスターやパネルの掲示、各保健

所での啓発活動（パンフレットの配布・

相談対応等）により、エイズや性感染症

に関する正しい知識の普及啓発を行っ

た。 

令和 5年の梅毒の報告数は 252 件で、平成 29

年に急増して以降、報告数が多い状況が続い

ており、特に女性では 20 代が多い。感染予

防や早期発見の重要性について今後も継続

して周知が必要である。 

引き続き、エイズ･性感染症の検査･相談の周

知や HIV 検査普及週間・世界エイズデーにあ

わせた検査体制の拡充、保健所による啓発活

動等の取組を行っていく。 

健康危機管

理課 

④県内 20 高等学校で思春期保健教育講演

会を実施し 6,104 人が参加した。 

県内全ての高等学校に思春期相談窓口

の啓発カードを配布した。 

令和 6年度においても、高校生を対象とした

講演会を実施し、性と生に関する正しい知識

の普及を行う。 

また県内全ての高校生に対して、思春期相談

窓口の啓発カードの配布を行う。 

 

 

子ども未来

課 

⑤健康教育担当者研修会において、性に関

する指導について行政説明や研究協議を

行い、性教育の充実を図る取組を行っ

た。 

 コロナ禍においても、オンライン等を活

用し、性に関する指導講演会が実施され

るなど、各学校において工夫しながら性

に関する教育の推進が図られた。 

学習指導要領の内容に即して児童生徒の発

達段階に応じた集団指導に加え、児童生徒が

抱える性に関する諸問題及び問題行動に個

別対応する能力の向上を図る必要がある。性

に関する諸問題が複雑・多様化する昨今の現

状を鑑み、産婦人科医や助産師等を外部講師

として活用し、正しい知識に基づいた、適切

な意思決定・行動選択ができる能力の醸成を

図る必要がある。なお、令和６年度健康教育

担当者研修会において、性に関する指導につ

いての講演会を実施し、性に関する指導の充

実に向けて県全体として努める。 

 

 

体育保健課 

●妊娠・出

産等に関

する健康

支援 

不妊で悩む方への電話・来所相談、情報提

供を行った（電話相談 114 件、来所相談 1

件） 

少子化対策総合交付金事業のメニュー事業

のひとつとして一般不妊治療費に関する市

町村助成を開始し、44 市町村へ助成を行っ

た。 

 

 

令和 6年度においても、不妊で悩む方への電

話・来所相談等を実施する。 

一般不妊治療の自己負担額については、少子

化対策総合交付金事業において助成。（市町

村補助の一部助成） 

子ども未来

課 
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○男女共同参画の視点からの防災・復興の推進 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●防災・復

興の各段

階におけ

る男女共

同参画の

取組推進 

①要配慮者への対応や男女双方の視点等を

踏まえた防災に関する啓発（防災ハンド

ブックや地域防災活動支援プログラム配

布等）を実施した。 

 

 

防災計画上、男女共同参画の視点が必要と

される取組について、適宜その進捗状況の

確認等を行っていく。 

危機管理防

災課 

②消防団活動の認知度の向上、消防団員募

集の充実を図るため、消防団員等の参加

型による、消防団活動及び団員募集に関

するＰＲ動画写真コンテストを実施し

た。 

また、県内の女性消防団員が一堂に会

し、各地域の取組みや活動に関する情報

交換・交流を通じて連携を深め合うこと

により、各団員の活動をより一層活性化

させ、団員の確保と地域の「安心・安全」

な暮らしの向上に資することを目的と

して、「令和５年度 熊本県女性消防団

活性化セミナー」を開催した。 

 

昨年度と同様にＰＲ動画写真コンテストを

実施することで女性消防団の加入促進及び

消防団活動のより一層の活性化を図る。 

消防保安課 
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３ 男女共同参画社会実現のための意識改革・就業環境の充実 
 

 
 男女が性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会を実現する

ためには、県民一人ひとりが男女共同参画社会について正しく理解することが重要である。 

 県が実施した県民アンケートでは、「『男は仕事、女は家庭』など性別によって役割を決める考

え方」に「同感しない」又は「どちらかといえば同感しない」と回答した県民の割合は 82.9%と

徐々に増加しており、引き続き男女共同参画の意識啓発を図る必要がある。 

 公立小・中学校、公立高校の全学校で男女共同参画が校内研修のテーマに採用されており、教

育現場において男女共同参画の推進が定着してきている。 

 また、県内事業所における男性の育児休業取得率は 37.2%と昨年より 14.8 ポイント増加してお

り、更なる男性の家事・育児への参画促進に向けた啓発及び環境整備を推進する。 

 

 

令和５年度取組成果、課題・今後の取組      
 
○男女共同参画の実現に向けた意識啓発の推進 
具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●男女共

同参画の

実現のた

めの意識

啓発 

①「男女共同参画週間」に合わせてポスタ

ー、パネル、資料等を庁内展示し、男女

共同参画の啓発を行った。また、各種会

議、研修の機会を捉えて、関連資料、リ

ーフレットを配布し、周知と啓発を行っ

た。 

 

「男女共同参画週間」をはじめ、各イベント

や会議などで展示や資料を配布するととも

に、男女共同参画推進員等を通じて地域に対

する啓発活動を推進する。 

男女参画・協

働推進課 

 

 

②男女共同参画通信「ならんで」を年 2回

（各 9,000 部）発行した。また、男女

共同参画団体等が参加するワークショッ

プ等を開催した。 

情報発信や講演会等を通じ、引き続き男女共

同参画の取組を推進する。 

 

男女参画・協

働推進課（く

まもと県民

交流館パレ

ア男女共同

参画センタ

ー） 

③啓発イベントや講演会、研修会の会場等

において、パネル展示や啓発資料配布に

よる啓発を行うとともに、県人権センタ

ーにおいて人権啓発図書、映画、パネル

等の貸出、上映、展示等を行った（利用

者 1,848 人、貸出件数 662 件）。 

 

 

啓発イベントや講演会、研修会の会場等にお

いて、パネル展示や啓発資料配布による啓発

を行うとともに、県人権センターにおいて人

権啓発図書、映画、パネル等の貸出、上映、

展示等を行う。 

 

人権同和政

策課 

●メディ

アにおけ

る男女共

同参画の

推進 

①「わかりやすい広報の視点」を県ホーム

ページに掲載することで、各課等で実施

する広報の際に参照してもらえるように

した。 

 

 

更なる周知・徹底を行う。 広報課 

②情報モラル教育を実施した学校に対し、

経常費助成費補助において加算した（R5

実績：私立高校 14 校）。また、情報モラ

ル教育に関するセミナーの案内や通知、

教材等の活用について周知を行い、学校

における情報モラル教育の推進に向け働

きかけた。 

 

今後も、これまでと同様の取組を行う。 私学振興課 

総括 
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具体的な 
取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●メディ

アにおけ

る男女共

同参画の

推進 

③「インターネットによる人権侵害」をテ

ーマとした人権啓発Ｗｅｂ講座を 3本開

講し、講座の周知を行った（視聴回数

976 回）。 

県登録講師を団体や企業、学校等へ 5

回派遣し、インターネットによる人権

侵害をテーマにした研修や学習を支援

した（延べ 624 名参加）。 

 

 

講座の内容を充実させ、更なる啓発を行 

う。 

人権同和政

策課 

④学校や PTA 等の要望に対応して、保護

者、教職員等に対して携帯電話やスマー

トフォン、コミュニティサイト等の安全

利用について説明する「情報安全出前講

座」を実施し、講師 20 人を 33 団体のべ

2,532 人に対して派遣した。 

 

 

学校や PTA 等の要望に対応して、「情報安全

出前講座（原則オンライン）」を実施する。

講師（情報安全ファシリテータ）が、保護

者や教職員等を対象に、児童生徒のスマー

トフォン、コミュニティサイト等の安全利

用について啓発する。 

教育政策課 

⑤男女共同参画の意識啓発に関する資料

（内閣府作成の副教材等）の活用を呼び

かけた。小中学校（熊本市を除く）の男

女混合名簿の出席簿作成の割合は

98.3％で、令和 5年 4月より 1.1 ポイン

ト増加した。 

 

 

更なる周知を行う。 義務教育課 

⑥情報モラルや情報リテラシーを身に付け

させながら、生徒が一人一台の学習端末

（タブレット等）を活用した主体的な学

びの充実をさらに進めている。 

 

 

男女共同参画における学習をはじめ、生徒

が授業や学校行事等をとおして学び得たこ

とを発信する取組を進める。 

高校教育課 

 
○男女の子育て・介護環境の整備 
具体的な 

取組 
 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性の

就労継続

への環境

整備 

①出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431

名）。また、講師派遣事業の認知度を高

めるため、県内企業にチラシ等を配布

し、周知活動を行った。 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づく

りのために、雇用管理の改善に取り組もう

とする中小企業に対して、働きやすい職場

づくり応援セミナー(旧：出前勤労者セミナ

ー)の中で、企業等へ講師（社会保険労務士

等）を派遣し、働き方の見直しや就業規則

等の改正など、雇用管理等も含めた専門的

な支援を行う。 

労働雇用創

生課 

②女性医師の復職等に関する相談（延べ 14

件）に対応するとともに、講演会等参加

時の無料一時保育を行い、延べ 42 人の医

師が利用した。 

女性医師の就業継続及び復職を支援するた

め、メンター制度・女性医師意見交換会な

どによる相談体制の強化をはじめ、柔軟な

勤務体制の普及等に向けた医療機関への働

きかけ、研修会の開催、子育て医師のキャ

リアアップに資する取組みへの支援を充実

させるための一時保育の提供等を引き続き

実施する。 

 

 

医療政策課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●女性の

就労継続

への環境

整備 

③国と県が一体的に女性等の就労支援等に

取り組む「くまジョブ（県：しごと相

談・支援センターや国：マザーズハロー

ワーク熊本）」やジョブカフェくまも

と、県内各地域振興局にある「ジョブカ

フェ・ブランチ（地域無料就労相談窓

口）」等が連携し、県内一円で就労支援

に継続して取り組んだ。 

 

今後も、くまジョブやジョブカフェくまも

と、ジョブカフェ・ブランチ等が連携し、県

内一円で就労支援に取り組んでいく。 

労働雇用創

生課 

●待機児

童の解消 

「施設整備等による利用定員増」、「保育士

確保」などの取組により、令和 5年 4月 1

日時点の待機児童数は前年同期の 9人から

6 人増の 15 人だった。 

市町村計画に基づき、引き続き保育所等の

施設整備、既存施設の利用定員増等によ

り、受け皿の拡大を支援していく。 

子ども未来

課 

●多様な

子育て支

援の充実 

 

①29 市町村でファミリー・サポート・セン

ター事業を実施した。 

令和6年度においてもファミリー・サポート・

センター事業を引き続き実施するとともに、

未実施市町村の意向を踏まえて、事業開始の

働きかけや情報提供等を行う。 

 

子ども未来

課 

②地域の保護者に対する教育相談・情報提

供、地域の子ども達に幼稚園を開放する

など、地域の幼児教育センター的役割を

果たす私立幼稚園に対し、補助金の交付

を行った（3園：498 千円）。 

 

40 市町村で地域子育て支援拠点事業を

実施した。 

私立幼稚園 15 園のうち、私立幼稚園子育て

支援事業の未実施が 4園となっているた

め、今後、未実施園の子育て支援の現状把

握を進めるとともに、補助制度の周知を図

っていく。 

 

令和 6年度においても地域子育て支援拠点

事業を引き続き実施するとともに、事業実

施を希望する市町村の意向を踏まえて情報

提供等を行っていく。 

子ども未来

課 

③医療機関に対し病院内保育所の運営を支

援することにより、看護職員や女性医師

をはじめとする医療従事者の離職防止を

図り、再就業を促進した。 

  病院内保育所運営費補助医療機関数：24

ヶ所。 

令和 6年度においても同様の事業を引き続

き実施する。 

病院内保育所の新設や拡充については、県

の補助制度より好条件である内閣府の「企

業主導型保育事業に対する助成金」の活用

が可能であるため、医療機関への制度の周

知についても引き続き行う。 

医療政策課 

④38 市町村で延長保育事業を実施し、35 市

町村で病児保育事業の実施があった。 

令和6年度においても同様の事業を引き続き

実施する。病児保育事業補助金については、

実施市町村の増加に向けて、市町村と連携

し、計画的に事業を実施する。 

 

子ども未来

課 

⑤42 市町村で日中一時支援事業を実施し

た。 

   

身近な地域で適切な療育が受けられる

体制の整備を目的として、障がい保健福

祉圏域ごとに設置された児童発達支援

センターに療育相談員を配置（県内10ケ

所）し、地域療育事業を実施した。 

日中一時支援事業の実施主体は市町村であ

るため、引き続き市町村において事業が継

続されるよう支援を行う必要がある。 

地域の中核的な療育支援機関である児童発

達支援センターに療育相談員を配置するこ

とにより、地域支援機能の充実を図る。 

障がい者支

援課 

⑥小児救急医療拠点病院 2 か所に運営費補

助を実施した。また、小児救命救急セン

ター、小児在宅医療支援センターに運営

費補助を実施した。子ども医療電話相談

事業（#8000）では、24,711 件の相談に対

応した。 

小児医療体制検討会議において小児医療体

制の必要な対応を検討する。また、小児在宅

医療支援センター等と連携し、多職種での在

宅医療の支援体制の整備を図る。 

医療政策課 
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具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●放課後

児童クラ

ブの拡充

と多様化 

41 市町村で放課後児童健全育成事業を実

施した。 

 

12市町村で19ヶ所の施設整備を実施した。 

認定資格研修を計 2 回実施し、201 人が修

了した。 

 

「子どもの安定化 トラウマで変化した子

ども達 ポリベーガル理論を通して理解す

る」のテーマで資質向上研修を実施し、77

人が受講した。 

令和6年度においても同様の事業を引き続き

実施する。 

放課後児童支援員認定資格研修、資質向上研

修については、市町村と連携し、積極的な参

加を促していく必要がある。 

子ども未来

課 

●仕事と

介護の両

立支援の

促進 

①出前「勤労者セミナー」の中で、企業等

へ講師（社会保険労務士等）を派遣し、

働き方の見直し、ハラスメント対策、男

女共同参画等を支援した（実施回数：20

回 派遣企業数：13 社 参加者：431 名）。

また、講師派遣事業の認知度を高めるた

め、県内企業にチラシ等を配布し、周知

活動を行った。 

 

九州・山口働き方改革推進プロジェクト

の中で、企業における好事例等をまとめ

たものを、ホームページ上にアップし

WLB（ワーク・ライフ・バランス）の促進

と見える化を図った。 

 

テレワーク等多様な働き方相談窓口を

設置し、個人・企業向けのテレワークに

係る相談支援を実施した（相談件数：16

件）。また、コワーキング等の体験会の実

施や、県内でテレワークを取り入れてい

る企業を紹介する電子ブックの作成等

により、県内のテレワーク等多様な働き

方の普及・定着を図った（コワーキング

体験会１回(同日 3 ヵ所)、ワーケーショ

ン体験会２回）。 

 

引き続き、誰もが働きやすい職場環境づくり

のために、雇用管理の改善に取り組もうとす

る中小企業に対して、働きやすい職場づくり

応援セミナー(旧：出前勤労者セミナー)の中

で、企業等へ講師（社会保険労務士等）を派

遣し、働き方の見直しや就業規則等の改正な

ど、雇用管理等も含めた専門的な支援を行

う。 

 

労働雇用創

生課 

②ブライト企業認定制度を通じ、企業に対

し多様な働き方の促進を図った。 

（R5 年度認定：新規 55 社、更新 58 社

（プラチナブライト企業 1 社を含む）） 

引き続き、ブライト企業認定を行い、認定企

業の優れた取組を広く周知することで、県内

企業の労働環境の向上や若者の県内就職を

促進する。 

 

労働雇用創

生課 
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○男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実、人権尊重の理解促進 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●子ども・ 

若年層に

対する男

女共同参

画教育の

充実 

 

①県内各地で「親の学び」講座（講座数

3,524 講座、参加者 102,907 人）を実施

し、家庭教育及び子育てへの男女共同参

画の必要性について啓発を行った。 

コロナ禍が落ち着いたことにより、講座数、

参加者数ともに増加傾向である。オンデマン

ド講座等の届ける家庭教育支援の充実とと

もに、対面での講座実施を推進していく。 

社会教育課 

②校内研修において、男女共同参画をテー

マにした研修をした学校の割合は 100%

（熊本市を除く）で、令和４年度と同値

であった。 

全ての学校で男女共同参画をテーマにした

研修を実施している。引き続き児童生徒が人

権尊重や男女の相互理解・協力など、人とし

ての在り方を身に付けることができるよう、

継続して研修の推進を図る。 

義務教育課 

③中学生、高校生向け学習資料及び教師用

手引きを作成し、県内全ての中学 1年生

高校 1年生に配布するとともに、県・市

町村の教育委員会や各学校をはじめ、教

育事務所、副校長・教頭会議及び私立学

校長会において活用依頼を行った。 

  学習資料を用いた授業実施率 

   中学校：77.4% 

   高 校：70.9% 

学校や教育事務所等の会議・研修の場や市

町村を通して依頼し活用率の向上を図る。

また、学習資料等の内容の充実とともに職

員研修等での出前講座に対応し、授業等で

の男女共同参画の啓発を推進する。 

男女参画・協

働推進課 

④高等学校等進路指導主事連絡協議会にお

いて、各県立高等学校の進路指導担当者

に、就職に関して男女平等な選考ルール

について周知を行った。 

就職に関して男女平等な選考ルールを説明

するとともに、一人ひとりの生徒の能力の伸

長、適性の把握、興味・関心の喚起、進路希

望の実現に向けた進路指導に取り組む。 

高校教育課 

⑤各大学からの要請に応じて対応すべく出

前講座の準備を進めた（令和 5 年度 1

件）。研修等の機会に、学生へ男女共同

参画の現状等に関する情報提供を行っ

た。 

 また、ヒゴロッカサミット 2023 と同日

にプレサミットを開催した。（参加者 29

人） 

要請に応じ男女共同参画に関する出前講座

を実施するとともに、引続き男女共同参画

に関する有用な情報提供を行う。 

男女参画・協

働推進課 

●社会教

育の推進 

①県が当面する多様な地域課題等に係る講

座を企画して県民に提供する「くまもと

県民カレッジ主催講座」において、男女

共同参画の視点を取り入れた講座を、対

面集合形式で 10 講座行った。（受講者の

べ数 75 人） 

「くまもと県民カレッジ主催講座」の講座

企画において、今後も男女共同参画の視点

を取り入れた講座の企画を継続して行って

いく。 

社会教育課 

②情報ライブラリの生涯学習関連図書の購

入において、男女共同参画がテーマに含

まれる書籍を 6冊購入した。 

情報ライブラリの生涯学習関連図書の購入

において、今後も男女共同参画がテーマに

含まれる書籍の選定を継続して行ってい

く。 

社会教育課

（生涯学習

推進センタ

ー） 

③男女共同参画を推進するため、女性の政

治参画や男性育休、男女共同参画の視点

からの防災などをテーマとしたセミナー

や講演会を開催した。 

引き続き、県民の意識向上を図ることができ

るようなテーマを選定し、セミナーや講演会

を開催することにより男女共同参画の更な

る普及啓発を行う。 

男女参画・協

働推進課（く

まもと県民

交流館パレ

ア男女共同

参画センタ

ー） 

●相談体

制の充実

及び周知 

性別にとらわれない自由な生き方の選択と

人権を尊重した総合相談窓口として、自分

らしく生きたい方、仕事や人間関係に悩ん

でいる方などのあらゆる相談に対応。ま

た、県ホームページや県政ラジオ、SNS 等

による周知を行った。 

引き続き、さまざまな悩みを抱えた女性や男

性からの相談を受け付け、解決のサポートを

する。必要に応じて、専門の相談機関などの

紹介や女性弁護士による法律相談にもつな

いでいく。 

男女参画・協

働推進課 
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４ 推進体制の整備・強化 
 

 
男女共同参画社会づくりを進めるためには、県及び市町村の体制の整備と、関係機関・団体等と

連携した積極的な取組が必要であり、それぞれが主体的に男女共同参画の視点を持って関連施策を

進めていくことが重要である。 

また、男女共同参画計画の取組については、住民に最も身近な市町村で計画的・総合的に取り組

むことが重要である。これらの取組を行政だけでなく、企業、団体、地域と一体となって進めるこ

とにより、その効果を最大化していくことが期待される。 

 

 

令和４年度取組成果、今後の課題・方向性      
 

○県・市町村の推進体制の強化、国との連携 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●庁内会

議の開催

や年次報

告書の作

成 

第 5 次熊本県男女共同参画計画に対する各

指標や取組状況について、男女共同参画社

会推進会議幹事会及び男女共同参画審議会

に諮り、年次報告書を作成した。国、県の

関係課及び市町村や推進員・団体等へ配布

するとともに、県のホームページで公表し

た。 

 

 

関係課と連携し、第 5次男女共同参画計画に

基づく施策の進捗状況を確認するとともに、

各指標や取組状況の結果をまとめ、年次報告

書を作成する。 

男女参画・協

働推進課 

●地域連

絡会議の

開催 

阿蘇地域において同地域市町村の行政担当

課、男女共同参画推進員、地域振興局担当

課に対し男女共同参画地域連絡会議を開

催。国・県の実情の報告や、市町村での活

動事例を共有するとともに、地域課題につ

いて情報・意見交換を行った。 

 

 

引き続き市町村間及び地域間で、県の施策と

国、地域の現状の理解と課題認識及び目標の

共有化を行う。地域が主体となった男女共同

参画社会づくりの推進を図るべく、定期的に

県内各地域にて開催する。 

男女参画・協

働推進課 

●職員・教

職員等の

意識啓発 

①特定課題研修資料「男女共同参画社会づ

くりの推進」を作成し、職員の啓発を図

った。また、2 団体に対し出前講座を実

施するとともに、会議や研修に対し資料

の提供を行った。 

 

 

特定課題研修において職員の男女共同参画

への意識向上を図るとともに、出前講座を

通して企業や団体等への啓発を推進する。 

男女参画・協

働推進課 

②各学校における人権教育の充実・深化に

資するため、推進体制の機能強化と研修

の充実、指導方法等の工夫・改善につい

ての研修等を実施した。その成果とし

て、女性の人権を尊重し、男女共同参画

に対する意識向上を含めた一人一人の人

権が尊重される環境づくりなど、「人権

尊重の精神に立った学校づくり」の推進

に向け、校長、人権教育主任及び研修出

席者の意識向上や実践的な指導力を高め

ることができた。 

 

 

女性の人権を尊重し、男女共同参画に対す

る意識向上を含めた一人一人の人権が尊重

される環境づくりなど、「人権尊重の精神に

立った学校づくり」の更なる推進に向け

て、全ての教職員の意識や実践的な指導力

の向上が図られるよう、研修内容を工夫し

ていく。 

人権同和教

育課 

 

総括 
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○企業や各種団体等との連携 

具体的な 

取組 

 

令和５年度取組成果 

 

課題・今後の取組 

 

担当課 

●熊本県

女性の社

会参画加

速化会議

の開催 

「女性の社会参画加速化戦略」に基づき実

施している各種取組や事業の進捗管理、意

見交換等を行った。また、ワーキング会議

を 3 回開催し、第 5 次熊本県男女共同参画

計画やヒゴロッカ・サミット 2023 につい

て、意見交換等を行った。 

 

加速化会議及びワーキング会議を開催し、

「戦略」の進捗管理を行うとともに、構成団

体等と情報共有及び意見交換を行いながら、

女性の活躍推進に向けた各種取組を検討、実

施する。 

男女参画・協

働推進課 

 


